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所
長
　
齊
藤
　
　
登 

今
年
の
世
界
農
業
政
策
研
究
所
長
会
議
は

欧
州
農
業
経
済
学
会
総
会
に
先
立
ち
、
８
月

２５
日
、
２６
日
の
両
日
、
ベ
ル
ギ
ー
の
古
都
ゲ

ン
ト
の
国
際
会
議
場
で
開
か
れ
た
。
ゲ
ン
ト

は
フ
ラ
マ
ン
語
圏
に
属
し
、
首
都
ブ
ラ
ッ
セ

ル
か
ら
北
西
へ
約
５０
㎞
に
位
置
す
る
西
フ
ラ

ン
ド
ル
地
方
の
中
心
都
市
で
あ
る
。
人
口
は

約
２５
万
、
中
世
に
由
来
す
る
旧
市
街
の
北
側

に
は
工
業
地
帯
が
あ
り
、
今
な
お
繊
維
産
業

が
盛
ん
で
あ
る
。
一
方
、
農
業
分
野
で
は
こ

の
地
方
の
園
芸
産
業
の
中
心
で
も
あ
り
、「
花

の
都
市
」
と
も
呼
ば
れ
て
い
る
。
街
の
賑
わ

い
の
中
心
で
あ
る
旧
市
街
地
に
は
多
く
の
教

会
を
抱
え
、
ギ
ル
ド
ハ
ウ
ス
な
ど
中
世
の
雰

囲
気
を
色
濃
く
残
す
街
で
あ
る
。 

こ
の
所
長
会
議
は
、
関
係
す
る
学
会
と
併

せ
て
行
う
こ
と
を
例
と
し
て
お
り
、
今
回
は

欧
米
の
主
要
国
と
豪
州
及
び
日
本
が
出
席
し

た
（
中
国
、
韓
国
等
他
の
ア
ジ
ア
地
域
の
国

か
ら
の
出
席
は
な
か
っ
た
）。
か
な
り
多
く

の
出
席
メ
ン
バ
ー
が
こ
の
会
議
に
初
参
加
で

あ
る
に
も
関
わ
ら
ず
、
以
前
か
ら
の
顔
な
じ

み
が
ほ
と
ん
ど
と
思
わ
れ
、
非
常
に
フ
ラ
ン

ク
な
雰
囲
気
で
会
議
が
進
め
ら
れ
た
。 

所
長
の
集
ま
る
会
議
と
い
う
性
格
か
ら
、

議
題
は
学
問
的
な
も
の
も
さ
る
こ
と
な
が
ら
、

研
究
所
の
あ
り
方
、
そ
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
な

ど
所
長
で
あ
る
が
ゆ
え
に
取
り
組
ま
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
問
題
が
議
題
と
し
て
多
く
取
り

上
げ
ら
れ
て
い
る
。
今
年
も
ラ
ウ
ン
ド
テ
ー

ブ
ル
と
称
し
て
、
各
国
の
研
究
所
か
ら
運
営

状
況
な
ど
に
つ
い
て
報
告
が
あ
っ
た
。
多
く

の
発
言
者
が
顧
客
（C

lien
t

）
の
満
足
と
言

う
こ
と
を
課
題
と
し
て
述
べ
て
お
り
、
こ
の

分
野
の
研
究
（
所
）
を
め
ぐ
る
情
勢
の
変
化

を
強
く
印
象
づ
け
る
も
の
と
な
っ
た
。
国
に

よ
り
異
な
る
も
の
の
、
完
全
に
研
究
資
金
を

外
部
に
頼
る
ケ
ー
ス
も
含
め
、
資
金
の
多
く

を
外
部
に
依
存
し
て
い
る
こ
と
か
ら
は
当
然

と
も
い
え
る
現
象
で
あ
る
。
共
通
す
る
姿
勢

と
し
て
は
、
こ
の
よ
う
な
状
況
を
肯
定
的
に

と
ら
え
、
自
ら
の
研
究
の
質
・
量
の
維
持
向

上
に
役
立
て
よ
う
と
し
て
い
る
と
こ
ろ
が
特

徴
的
で
あ
っ
た
。 

こ
れ
に
関
連
し
、
独
立
し
た
課
題
と
し
て

「
Q
A（Q

u
ality

 
A
ssu
ran
ce

）
過
程
の
組

織
化
」
が
取
り
上
げ
ら
れ
、
オ
ラ
ン
ダ
の
ル
ー

ト
・
フ
ィ
ル
ン
L
E
I
（A

g
ricu
ltu
ral 

E
conom

ics R
esearch Institute

）
所
長
か

ら
の
報
告
を
基
に
議
論
が
な
さ
れ
た
。
そ
の
中

で
Q
A
の
究
極
的
な
目
標
に
「
研
究
所
員
が

研
究
所
を
誇
り
に
思
い
、
研
究
所
に
熱
い
思

い
を
持
つ
よ
う
に
す
る
」
こ
と
と
述
べ
て
い

た
。
顧
客
満
足
と
い
っ
て
も
研
究
は
単
に
依
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－世界農業政策研究所長会議－ 

頼
者
に
都
合
の
良
い
結
果
ば
か
り
が
出
る
も

の
で
は
な
い
の
で
、
ど
う
や
っ
て
満
足
を
得

て
も
ら
う
の
か
、
と
い
う
意
見
も
あ
り
、
熱

い
議
論
が
交
わ
さ
れ
た
。
フ
ィ
ル
ン
L
E
I

所
長
は
「
食
料
、
生
活
環
境
、
生
活
水
準
を

国
際
的
な
流
れ
の
中
で
向
上
さ
せ
て
い
く
こ

と
へ
の
貢
献
」
を
研
究
の
目
的
と
す
る
こ
と

を
判
断
基
準
と
す
べ
き
と
の
主
張
で
あ
っ
た
。

い
ず
れ
に
し
て
も
、
顧
客
満
足
を
念
頭
に
お

け
ば
、
研
究
過
程
す
べ
て
に
お
い
て
透
明
性

の
確
保
が
重
要
で
は
な
い
か
と
い
う
議
論
が

な
さ
れ
た
。 

さ
ら
に
、
議
論
の
中
で
農
業
政
策
研
究
や

農
業
経
済
学
の
今
後
に
つ
い
て
は
、
新
た
な

領
域
を
研
究
対
象
に
加
え
て
い
く
中
で
、
貢

献
を
図
る
べ
き
と
い
う
声
が
強
か
っ
た
。
近

年
の
環
境
問
題
へ
の
取
組
や
食
品
安
全
問
題

へ
の
関
心
の
高
ま
り
に
つ
い
て
積
極
的
に
議

論
す
べ
き
で
あ
る
と
の
考
え
方
で
あ
る
。
い

ず
れ
の
場
合
も
関
係
分
野
の
研
究
者
と
の
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
構
築
が
課
題
と
さ
れ
て
い
る
が
、

ま
だ
試
行
錯
誤
の
過
程
に
あ
る
よ
う
に
も
思

わ
れ
る
。 

全
体
を
通
じ
て
、
各
国
の
研
究
所
と
も
変

化
す
る
研
究
環
境
の
中
で
、
顧
客
満
足
を
念

頭
に
置
き
つ
つ
、
い
か
に
し
て
自
ら
の
学
問

的
発
信
力
を
高
め
て
い
く
か
に
つ
い
て
努
力

を
続
け
て
い
る
こ
と
が
強
く
感
じ
ら
れ
た
。

こ
の
こ
と
が
研
究
所
の
命
運
を
左
右
す
る
も

の
と
し
て
強
く
意
識
さ
れ
て
お
り
、
真
剣
に

取
り
組
ん
で
い
こ
う
と
す
る
姿
勢
が
各
研
究

所
に
共
通
し
て
見
ら
れ
た
。
当
研
究
所
も
こ

の
よ
う
な
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
積
極
的
に
参
加

し
、
世
界
的
潮
流
に
も
十
分
目
を
配
り
つ
つ
、

自
ら
の
発
信
力
を
高
め
て
い
く
こ
と
が
重
要

と
感
じ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。 
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1
　
は
じ
め
に
 

 米
国
で
は
1
9
7
0
年
代
後
半
か
ら
、
エ

ネ
ル
ギ
ー
、
環
境
問
題
そ
し
て
余
剰
農
産
物

問
題
へ
の
対
応
か
ら
、
と
う
も
ろ
こ
し
を
主

原
料
と
し
た
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
の
生
産
お

よ
び
ガ
ソ
リ
ン
へ
の
混
合
が
実
施
さ
れ
て
い

る
。
特
に
、
1
9
9
0
年
以
降
は
改
正
大
気

浄
化
法
施
行
や
M
T
B
E
（
メ
チ
ル
・
タ
ー

シ
ャ
リ
ー
・
ブ
チ
ル
・
エ
ー
テ
ル
）　（1）
の
代
替

に
よ
り
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
の
需
要
が
増
加

し
た
。
2
0
0
7
／
0
8
年
度
で
は
、
と
う

も
ろ
こ
し
国
内
総
需
要
量
の
28
・
9
％
が
バ

イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
需
要
量
に
仕
向
け
ら
れ
て

お
り
（U
S
D
A

　2008b

）、
今
後
も
こ
の
仕

向
け
割
合
は
増
加
し
、
と
う
も
ろ
こ
し
需
給

に
も
影
響
を
与
え
て
い
く
こ
と
が
米
国
農
務

省
等
に
よ
り
予
測
さ
れ
て
い
る
。
本
稿
で
は
、

米
国
に
お
け
る
最
近
の
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル

政
策
の
展
開
と
食
料
需
給
に
与
え
る
影
響
お

よ
び
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
産
業
の
制
約
要
因

と
い
っ
た
課
題
（
平
成
20
年
8
月
現
在
）
に

つ
い
て
紹
介
し
た
い
。
な
お
、
本
稿
執
筆
に

当
た
っ
て
、
筆
者
は
2
0
0
8
年
7
月
に
米

国
イ
リ
ノ
イ
州
、
ア
イ
オ
ワ
州
、
ワ
シ
ン
ト

ンD
.C
.

に
お
い
て
政
府
関
係
機
関
、
研
究
機

関
、
生
産
者
団
体
、
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
工

場
等
で
現
地
調
査
を
行
っ
た
。
 

   

2
　
バ
イ
オ
燃
料
政
策
の
 

　
　
展
開
と
需
給
動
向
 

 米
国
に
お
け
る
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
の
開

発
の
歴
史
は
、
ヘ
ン
リ
ー
・
フ
ォ
ー
ド
が
開

発
し
た
1
9
1
9
年
製
Ｔ
型
フ
ォ
ー
ド
に
ま

で
遡
る
が
、
1
9
7
3
年
の
第
１
次
オ
イ
ル

シ
ョ
ッ
ク
を
契
機
と
す
る
原
油
価
格
の
高
騰

を
契
機
に
、
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
は
、
ガ
ソ

リ
ン
代
替
燃
料
と
し
て
脚
光
を
浴
び
る
こ
と

と
な
っ
た
。
1
9
7
0
年
に
施
行
さ
れ
た
「
大

気
浄
化
法
」（C

lean A
ir A
ct

）
は
、
1
9
7
7

年
に
改
正
さ
れ
、
同
法
に
よ
り
含
酸
素
燃
料

で
あ
る
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
の
使
用
を
米
国

政
府
が
初
め
て
認
可
し
た
。
1
9
7
8
年
に

は「
エ
ネ
ル
ギ
ー
税
法
」（E

nergy T
ax A

ct

）

が
成
立
し
、
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
10
％
以
上

を
混
合
し
た
ガ
ソ
リ
ン
に
対
し
連
邦
税
が
減

免
さ
れ
た
。
1
9
9
0
年
に
は
改
正
大
気
浄

化
法
（C

lean A
ir A
ct A
m
endm

ents

）の

施
行
に
よ
り
、
連
邦
政
府
の
環
境
基
準
の
う

ち
、
オ
ゾ
ン
の
基
準
値
が
達
成
で
き
て
い
な

い
地
域
を
対
象
に
、
E
P
A
（
環
境
保
護
局
）

か
ら
含
酸
素
燃
料
の
添
加
（
2
・
0
〜
2
・

7
％
）
が
義
務
付
け
ら
れ
た
。
こ
の
た
め
、

米
国
で
は
オ
ク
タ
ン
価
が
向
上
し
、
一
酸
化

炭
素
排
出
削
減
効
果
の
あ
る
バ
イ
オ
エ
タ
ノ

ー
ル
お
よ
び
M
T
B
E
（
メ
チ
ル
・
タ
ー
シ

ャ
リ
ー
・
ブ
チ
ル
・
エ
ー
テ
ル
）
が
ガ
ソ
リ

ン
添
加
剤
と
し
て
需
要
が
拡
大
し
た
。
し
か

し
、
地
中
に
埋
め
ら
れ
た
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
や

ガ
ソ
リ
ン
タ
ン
ク
の
亀
裂
に
よ
っ
て
漏
れ
た

M
T
B
E
が
地
下
水
を
汚
染
し
、
M
T
B
E

が
混
入
し
た
飲
料
水
に
発
癌
性
の
疑
い
が
あ

る
こ
と
が
、
カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
州
の
調
査
で

判
明
し
た
。
こ
の
た
め
、
1
9
9
9
年
３
月

カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
州
は
、
ガ
ソ
リ
ン
へ
の
添

加
物
で
あ
る
M
T
B
E
の
使
用
を
禁
止
す
る

決
定
を
行
っ
た
こ
と
を
契
機
に
、
M
T
B
E

の
使
用
禁
止
を
表
明
す
る
州
が
相
次
い
だ
。

こ
の
結
果
、
M
T
B
E
の
需
要
量
が
激
減
し
、

代
替
需
要
と
し
て
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
需
要

量
が
増
加
し
た
。
 

米
国
に
お
け
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
全
般
の

中
期
的
な
政
策
指
針
を
定
め
た
「
2
0
0
5

年
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
法
（E

n
erg
y
 
P
olicy

 

A
ct 
of 
2005

）」
は
2
0
0
5
年
8
月
8
日

に
成
立
し
、
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
を
主
と
す

る
再
生
可
能
燃
料
の
使
用
量
を
義
務
付
け
る

「
再
生
可
能
燃
料
基
準（R

F
S
, 
R
en
ew
ab
le 

F
uel 
Standard

）」
が
盛
り
込
ま
れ
た
。
再

生
可
能
燃
料
基
準
で
は
、
自
動
車
燃
料
に
含

ま
れ
る
バ
イ
オ
燃
料
の
使
用
量
を
2
0
0
6

年
の
40
億
ガ
ロ
ン
　（2）（
1，
5
1
4
万
キ
ロ
リ

ッ
ト
ル
）
か
ら
2
0
1
2
年
ま
で
に
年
間
75

億
ガ
ロ
ン
（
2，
8
3
9
万
キ
ロ
リ
ッ
ト
ル
）

ま
で
拡
大
す
る
こ
と
を
義
務
化
し
た
。
ま
た
、

再
生
可
能
燃
料
使
用
に
際
し
て
は
、
1
3
0

億
ド
ル
も
の
連
邦
税
の
控
除
も
認
め
ら
れ
た
。
 

米
国
に
お
け
る
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
需
要

量
は
、
1
9
9
0
年
か
ら
2
0
0
6
年
に
か
け

て
年
平
均
12
・
4
％
と
急
速
に
需
要
量
が
増
加

し
て
い
る
。
生
産
量
に
つ
い
て
も
1
9
9
0
年

の
9
0
0
百
万
ガ
ロ
ン
（
3
4
1
万
キ
ロ
リ

米国における 
バイオエタノール 

政策・産業の展開と課題 

動向解析 

食料領域主任研究官　小泉　達治 
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ッ
ト
ル
）
か
ら
2
0
0
7
年
の
6，
5
0
0

百
万
ガ
ロ
ン
（
2，
4
6
0
万
キ
ロ
リ
ッ
ト
ル
）

と
年
平
均
10
・
5
％
増
加
し
て
い
る
。
特
に

2
0
0
0
年
以
降
は
M
T
B
E
か
ら
の
代
替

に
よ
り
、
同
18
・
5
％
と
急
速
に
増
加
し
て

い
る（
第
1
図
）。
米
国
は
2
0
0
5
年
に
は

ブ
ラ
ジ
ル
を
抜
い
て
世
界
最
大
の
生
産
国
と

な
り
、
こ
れ
以
降
も
拡
大
を
続
け
て
お
り
、

2
0
0
7
年
の
生
産
量
は
世
界
の
生
産
量
の
41

％
を
占
め
る
2，
6
0
1
万
キ
ロ
リ
ッ
ト
ル
で

あ
る
（F

.O
.L
icht 2008

）。 

2
0
0
8
年
8
月
現
在
、
米
国
で
は
1
3
4

の
工
場
で
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
が
生
産
さ
れ

て
い
る
。
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
製
造
能
力
は

年
々
拡
大
し
て
お
り
、
2
0
0
8
年
の
製
造

能
力
は
72
・
3
億
ガ
ロ
ン（
2，
7
3
7
万
キ

ロ
リ
ッ
ト
ル
）
で
あ
る（
第
1
表
）。
バ
イ
オ

エ
タ
ノ
ー
ル
製
造
に
は
、
ド
ラ
イ
ミ
ル
と
ウ
ェ

ッ
ト
ミ
ル
と
い
う
製
造
法
が
あ
る
。
2
0
0
7

年
時
点
で
は
82
％
が
ド
ラ
イ
ミ
ル
に
よ
り
製

造
さ
れ
て
お
り
、
18
％
が
ウ
ェ
ッ
ト
ミ
ル
に

よ
り
製
造
さ
れ
て
い
る（R

F
A
 
2008

）。
ド

ラ
イ
ミ
ル
製
造
法
で
は
、
副
産
物
と
し
て

D
D
G
（
デ
ィ
ス
チ
ラ
ー
ズ
・
ド
ラ
イ
ド
・

グ
レ
イ
ン
）
が
発
生
す
る
。
こ
の
D
D
G
は
、

2
0
0
7
年
に
は
乳
牛
生
産
に
42
％
、
牛
肉

生
産
に
42
％
、
豚
肉
生
産
に
11
％
、
鶏
肉
生

産
に
5
％
が
使
用
さ
れ
て
い
る（R

F
A
 2008

）。

し
か
し
、
D
D
G
に
関
し
て
は
、
蛋
白
質
成

分
で
は
大
豆
ミ
ー
ル
に
比
べ
て
低
く
、
ア
ミ

ノ
酸
を
ほ
と
ん
ど
含
ま
な
い
た
め
豚
・
鶏
肉

用
飼
料
と
し
て
は
使
用
し
に
く
い
等
の
課
題

が
あ
り
、
今
後
、
こ
れ
ら
の
成
分
向
上
に
向

け
た
研
究
開
発
が
D
D
G
の
普
及
の
た
め
に

必
要
不
可
欠
で
あ
る
。
 

 

3
　
新
た
な
政
策
の
 

　
　
展
開
方
向
 

 
（１）
新
た
な
再
生
可
能
燃
料
基
準
 

ブ
ッ
シ
ュ
大
統
領
は
、
2
0
0
6
年
一
般

教
書
演
説
に
お
い
て
米
国
が
石
油
依
存
度
を

下
げ
る
重
要
性
を
示
し
、
こ
の
対
策
と
し
て
、

バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
の
実
用
化
や
石
油
代
替

エ
ネ
ル
ギ
ー
の
技
術
開
発
を
重
点
項
目
と
し

て
示
し
た
。
さ
ら
に
、
2
0
0
7
年
米
国
大

統
領
一
般
教
書
演
説
に
お
い
て
、
中
東
諸
国

に
対
す
る
石
油
依
存
度
を
軽
減
す
る
た
め
に

エ
ネ
ル
ギ
ー
の
多
様
化
を
推
進
し
、
今
後
10

年
間
で
ガ
ソ
リ
ン
消
費
量
を
20
％
削
減
す
る

目
標
を
表
明
し
た
。
バ
イ
オ
燃
料
に
つ
い
て

は
木
材
チ
ッ
プ
、
牧
草
、
農
業
廃
棄
物
な
ど

を
原
料
と
す
る
新
た
な
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル

生
産
技
術
の
開
発
等
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、

2
0
1
7
年
ま
で
に
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
を

中
心
と
す
る
再
生
可
能
燃
料
に
つ
い
て
の
義

務
目
標
を
年
間
3
5
0
億
ガ
ロ
ン
（
約
1
3，

2
0
0
万
キ
ロ
リ
ッ
ト
ル
）
に
設
定
す
る
必

要
性
を
訴
え
た
。
こ
れ
を
受
け
て
、「
2
0
0
5

年
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
法
」
の
義
務
目
標
を
超

え
る
更
な
る
再
生
可
能
燃
料
義
務
目
標
が
米

国
上
・
下
院
議
会
に
提
案
さ
れ
た
。
そ
し
て
、

上
下
院
で
は
異
な
る
内
容
の
法
案
が
そ
れ
ぞ
れ

可
決
さ
れ
た
も
の
の
、
最
終
的
に
は
2
0
0
7

年
12
月
19
日
に
「
エ
ネ
ル
ギ
ー
自
立
・
安
全
保

障
法
」（E

nergy Independence an
d
 S
e-

cu
rity
 
A
ct 
of 
2007 

、
以
下
「
2
0
0
7

年
エ
ネ
ル
ギ
ー
法
」
と
言
う
。）
が
成
立
し
た
。

第1表　米国におけるバイオエタノール生産能力の推移 

資料：RFA（2008）を基に筆者作成. 
注．製造能力は年初の推計値.

1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 

稼働工場数 
製造能力（百万ガロン） 
製造能力（万キロリットル） 
新規建設・拡張工事中工場数 
新規建設・拡張工事中工場製造能力 
（百万ガロン） 

新規建設・拡張工事中工場製造能力 
（万キロリットル） 

50 
1,701.7 
644.1 
5 

77.0 
 

29.1

54 
1,748.7 
661.9 
6 

91.5 
 

34.6

56 
1,921.9 
727.4 
5 

64.7 
 

24.5

61 
2,347.3 
888.5 
13 

390.7 
 

147.9

68 
2,706.8 
1,024.5 

11 

483.0 
 

182.8

72 
3,100.8 
1,173.7 

15 

598.0 
 

226.3

81 
3,643.7 
1,379.1 

16 

754.0 
 

285.4

95 
4,336.4 
1,641.3 

31 

1,778.0 
 

673.0

110 
5,493.4 
2,079.3 

76 

5,635.5 
 

2,133.0

134 
7,229.4 
2,736.3 

77 

6,216.9 
 

2,353.1

5,000

6,000

7,000
〈百万ガロン〉 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

1980 1982 1984 1986 1988 1990 1992 1994 1996 1998 2000 2002 2004 2006 2007

改正大気浄化法施行（1990） 

資料：RFA（2008）を基に筆者作成.
第1図　米国におけるバイオエタノール生産量の推移 

「2007年エネルギー法」成立（2007.12）による
新たな再生可能燃料基準導入決定 

2005年エネルギー政策法成立、国際原油価格
高騰（2005)

カリフォルニア州MTBEの使用禁止を表明
（1999） 

2006年大統領一般教書演説、2005年エネルギー政策法施
行により再生可能燃料基準（RFS）導入（2006） 

米国における 
バイオエタノール 

政策・産業の展開と課題 
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同
法
の
大
き
な
柱
は
、
再
生
可
能
燃
料
基
準

（R
enew

able F
uel Standard

）
を
2
0
2
2

年
ま
で
に
3
6
0
億
ガ
ロ
ン
（
1
3，
6
2
6

万
キ
ロ
リ
ッ
ト
ル
）
ま
で
拡
大
す
る
こ
と
を

決
定
し
た
こ
と
で
あ
る
。
こ
の
う
ち
、

1
5
0
億
ガ
ロ
ン
（
5，
6
7
8
万
キ
ロ
リ

ッ
ト
ル
）
を
と
う
も
ろ
こ
し
を
原
料
と
す
る

バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
と
し
、
2
1
0
億
ガ
ロ
ン

（
7，
9
4
9
万
キ
ロ
リ
ッ
ト
ル
）
を
と
う
も

ろ
こ
し
以
外
の
セ
ル
ロ
ー
ス
系
原
料
か
ら
の

バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
や
他
の
先
端
的
バ
イ
オ

燃
料
と
し
て
い
る（
第
2
表
）。
今
回
の
新
再

生
可
能
燃
料
基
準
は
現
行
の
基
準
で
あ
る

2
0
1
2
年
ま
で
に
75
億
ガ
ロ
ン
（
2，

8
4
0
万
キ
ロ
リ
ッ
ト
ル
）
の
約
５
倍
の
水

準
で
あ
り
、
米
国
で
は
今
後
、
バ
イ
オ
エ
タ

ノ
ー
ル
を
中
心
と
す
る
バ
イ
オ
燃
料
の
更
な

る
普
及
拡
大
を
図
る
方
針
を
示
し
て
い
る
。

な
お
、「
2
0
0
7
年
エ
ネ
ル
ギ
ー
法
」
は

2
0
0
9
年
１
月
か
ら
施
行
さ
れ
る
（
2
0
0
8

年
の
再
生
可
能
燃
料
基
準
の
み
前
倒
し
で
施

行
）。 

再
生
可
能
燃
料
基
準
は
目
標
値
で
は
な
く
、

最
低
基
準
値
で
あ
る
こ
と
に
加
え
て
、
再
生

可
能
燃
料
基
準
は
生
産
義
務
で
は
な
く
、
ブ

レ
ン
ダ
ー
・
輸
入
業
者
・
精
製
業
者
に
適
用

さ
れ
る
最
低
使
用
義
務
で
あ
る
点
に
注
意
が

必
要
で
あ
る
。
再
生
可
能
燃
料
基
準
の
う
ち
、

再
生
可
能
バ
イ
オ
燃
料
（R

enew
able B

iofuel

）

は
L
C
A
（
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
ア
セ
ス
メ
ン

ト
）
に
よ
り
、
G
H
G
（
温
室
効
果
ガ
ス
）

を
20
％
以
上
削
減
す
る
必
要
が
あ
る
。
先
端

的
バ
イ
オ
燃
料
（A

d
v
an
ce 
B
iofu
el

）
は

L
C
A
分
析
に
よ
り
、
G
H
G
を
50
％
以
上

削
減
す
る
必
要
が
あ
り
、
そ
の
う
ち
、
セ
ル

ロ
ー
ス
バ
イ
オ
燃
料
は
、
L
C
A
分
析
に
よ

り
、
G
H
G
を
60
％
以
上
削
減
す
る
必
要
が

あ
る
。
そ
の
他
の
先
端
的
バ
イ
オ
燃
料

（U
ndifferentiated 

A
dvanced 

B
iofuel

）

は
、
B
T
L
（B

iom
ass T

o L
iquids

）、
バ

イ
オ
ブ
タ
ノ
ー
ル
そ
し
て
輸
入
バ
イ
オ
エ
タ

ノ
ー
ル
等
が
含
ま
れ
る
。
米
国
エ
ネ
ル
ギ
ー

省
に
よ
れ
ば
、
と
う
も
ろ
こ
し
由
来
の
バ
イ

オ
エ
タ
ノ
ー
ル
に
つ
い
て
は
、
G
H
G
を
28

％
削
減
す
る
た
め
、
再
生
可
能
バ
イ
オ
燃
料

は
と
う
も
ろ
こ
し
由
来
が
該
当
す
る
。
な
お
、

同
省
に
よ
れ
ば
、
セ
ル
ロ
ー
ス
由
来
の
バ
イ

オ
エ
タ
ノ
ー
ル
は
G
H
G
を
86
％
削
減
、
さ

と
う
き
び
由
来
の
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
は

G
H
G
を
78
％
削
減
す
る
た
め
、
こ
れ
ら
は

先
端
的
バ
イ
オ
燃
料
に
含
ま
れ
る
。
ま
た
、

各
州
（
ア
イ
オ
ワ
州
、
ル
イ
ジ
ア
ナ
州
、
ミ

ネ
ソ
タ
州
、
モ
ン
タ
ナ
州
、
ハ
ワ
イ
州
）
に

お
い
て
も
州
独
自
に
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
最

低
使
用
量
義
務
を
設
置
し
て
い
る
が
、
こ
れ

ら
も
再
生
可
能
燃
料
基
準
に
含
ま
れ
て
カ
ウ

ン
ト
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。
 

再
生
可
能
燃
料
基
準
は
、
ハ
ワ
イ
・
ア
ラ

ス
カ
を
除
く
48
州
の
ブ
レ
ン
ダ
ー
（
バ
イ
オ

エ
タ
ノ
ー
ル
と
ガ
ソ
リ
ン
の
混
合
業
者
）
、

ガ
ソ
リ
ン
製
造
業
者
、
輸
入
業
者
へ
の
義
務

で
あ
り
、
生
産
義
務
で
は
な
い
点
に
注
意
が

必
要
で
あ
る
。
各
事
業
者
に
は
、
そ
れ
ぞ
れ

の
ガ
ソ
リ
ン
製
造
量
・
輸
入
量
に
一
定
割
合

を
乗
じ
た
数
量
の
再
生

可
能
燃
料
を
使
用
す
る

義
務
が
あ
る
。
な
お
、

2
0
0
8
年
の
使
用
割

合
は
7
・
76
％
で
あ
る
。

こ
の
再
生
可
能
燃
料
の

義
務
付
け
に
は
、
各
業

者
間
の
裁
量
余
地
を
残

す
た
め
、
R
I
N
（R

-

enew
able 

Identifica-

tion
 
N
u
m
b
er

）
を
各

業
者
に
割
り
当
て
て
お

り
、
ク
レ
ジ
ッ
ト
ご
と

に
取
引
が
で
き
る
シ
ス

テ
ム
と
な
っ
て
い
る
。
 

再
生
可
能
燃
料
基
準

は
前
年
の
目
標
達
成
分

が
、
翌
年
に
一
部
、
上

乗
せ
さ
れ
る
。
次
年
度

で
達
成
で
き
な
い
部
分

は
翌
年
に
積
み
増
し
さ

れ
る
。
こ
の
未
達
成
部

分
が
ウ
ェ
ー
バ
ー
で
あ

る
が
、
こ
れ
は
単
年
ご

と
に
発
動
さ
れ
る
措
置

で
あ
る
。
2
0
0
8
年

に
は
テ
キ
サ
ス
州
か
ら

ウ
ェ
ー
バ
ー
を
求
め
る

動
き
が
あ
り
、
こ
れ
に

対
す
る
E
P
A
の
対
応

が
注
目
さ
れ
た
。
テ
キ

サ
ス
州
は
と
う
も
ろ
こ

動向解析 

資料：「2007年エネルギー法」に基づき記述.

第2表　新たな再生可能燃料基準の推移 
（単位：10億ガロン） 

セルロース系原 
料からのバイオ 
燃料（Cellulosic 
Biofuel） 

バイオディーゼ 
ル（Biomass 
Based Diesel） 

その他の先端的 
バイオ燃料 

（Undifferentiated 
Advanced Biofuel） 

2008年 
2009年 
2010年 
2011年 
2012年 
2013年 
2014年 
2015年 
2016年 
2017年 
2018年 
2019年 
2020年 
2021年 
2022年 

9  
11.1  
12.95 
13.95 
15.2  
16.55 
18.15 
20.5  
22.25 
24  
26
28  
30  
33  
36

9  
10.5 
12
12.6 
13.2 
13.8 
14.4 
15  
15  
15  
15
15  
15  
15  
15

 
0.6
0.95 
1.35 
2  
2.75 
3.75 
5.5  
7.25 
9  
11
13  
15  
18  
21

 
0  
0.1  
0.25 
0.5  
1
1.75 
3
4.25 
5.5  
7  
8.5
10.5  
13.5
16

 
0.5  
0.65 
0.8  
1

 
0.1  
0.2  
0.3  
0.5  
1.75 
2  
2.5  
3  
3.5  
4  
4.5
4.5  
4.5  
5

再生可能燃料 
基準合計 

再生可能バイオ燃料 
（Renewable Biofuel： 
とうもろこし由来の 
バイオエタノール） 

先端的バイオ燃料 
（Advanced 
Biofuel） 
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し
価
格
上
昇
に
よ
る
飼
料
コ
ス
ト
増
大
に
よ

り
、
最
大
で
35
・
9
億
ド
ル
も
の
損
失
が
発

生
す
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
る
た
め
、
2
0
0
8

年
４
月
に
同
州
知
事
は
、
E
P
A
長
官
に
対

し
て
、
再
生
可
能
燃
料
基
準
の
50
％
削
減
の

ウ
ェ
ー
バ
ー
を
求
め
た
。
こ
れ
に
対
し
て
、

E
P
A
は
同
年
8
月
７
日
に
、
再
生
可
能
燃

料
基
準
の
義
務
量
が
深
刻
な
経
済
的
被
害
を

引
き
起
こ
し
て
い
る
と
い
う
証
拠
が
不
十
分

で
あ
る
た
め
、
同
州
知
事
か
ら
の
要
請
を
拒

否
し
た
。
こ
れ
に
対
し
て
、
テ
キ
サ
ス
州
知

事
を
は
じ
め
、
肉
牛
・
牛
肉
生
産
団
体
、
豚

肉
生
産
団
体
等
は
こ
の
決
定
に
対
し
て
失
望

感
を
表
し
て
い
る
も
の
の
、
バ
イ
オ
燃
料
関

係
団
体
、
農
業
団
体
等
は
こ
の
決
定
を
歓
迎

し
て
い
る
。
 

な
お
、
再
生
可
能
燃
料
基
準
の
う
ち
、
先

端
的
バ
イ
オ
燃
料
の
う
ち
、
セ
ル
ロ
ー
ス
部

分
に
つ
い
て
は
、
E
P
A
が
生
産
技
術
・
生

産
量
を
勘
案
し
て
修
正
す
る
こ
と
が
法
律
上
、

認
め
ら
れ
て
い
る
。
こ
の
た
め
、
エ
ネ
ル
ギ

ー
省
が
毎
年
公
表
し
て
い
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
需

給
に
つ
い
て
の
中
長
期
見
通
し
で
あ
る

A
n
n
u
al 
E
n
erg
y
 
O
u
tlook

 
2008

で
は
、

2
0
2
2
年
ま
で
に
3
6
0
億
ガ
ロ
ン
で
は

な
く
、
3
2
5
億
ガ
ロ
ン
の
再
生
可
能
燃
料

基
準
を
達
成
す
る
と
い
う
ベ
ー
ス
ラ
イ
ン
予

測
（R

eference 
C
ase

）
を
発
表
し
た
。
同

予
測
で
は
、
セ
ル
ロ
ー
ス
を
原
料
と
し
た
バ

イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
生
産
技
術
が
当
初
、
期
待

し
た
ほ
ど
進
ま
な
い
た
め
、
E
P
A
が
再
生

可
能
燃
料
基
準
を
下
方
修
正
す
る
こ
と
を
前

提
と
し
て
い
る
。
こ
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
省
の
中

長
期
見
通
し
は
米
国
政
府
と
し
て
の
セ
ル
ロ

ー
ス
系
原
料
に
つ
い
て
の
中
長
期
需
給
見
通

し
を
示
し
た
も
の
で
、
現
在
設
定
さ
れ
て
い

る
再
生
可
能
燃
料
基
準
が
下
方
修
正
さ
れ
る

と
い
う
予
測
を
米
国
政
府
が
発
表
し
た
点
は

注
目
に
値
す
る
。
 

 
（２）
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
補
助
措
置
等
 

米
国
で
は
、
連
邦
政
府
に
よ
る
バ
イ
オ
エ

タ
ノ
ー
ル
を
ガ
ソ
リ
ン
に
混
合
し
た
燃
料
に

対
す
る
ガ
ソ
リ
ン
税
を
控
除
す
る
優
遇
税
制

措
置
で
あ
る
51
セ
ン
ト
／
ガ
ロ
ン
（
13
・
0

セ
ン
ト
／
リ
ッ
ト
ル
）
を
適
用
す
る
と
と
も

に
、
輸
入
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
に
対
し
て
基

本
税
率
で
あ
る
2
・
5
％
に
加
え
て
54
セ
ン

ト
／
ガ
ロ
ン
（
14
・
3
セ
ン
ト
／
リ
ッ
ト
ル
）

の
関
税
を
賦
課
す
る
こ
と
に
よ
り
、
国
内
バ

イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
産
業
を
保
護
し
て
い
る
。

ま
た
、
こ
の
関
税
は
輸
入
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー

ル
に
つ
い
て
、
米
国
内
で
連
邦
ガ
ソ
リ
ン
税

控
除
措
置
が
適
用
さ
れ
る
こ
と
を
「
相
殺
」

す
る
目
的
も
あ
る
。
 

2
0
0
8
年
6
月
に
成
立
し
た
「
2
0
0
8

年
農
業
・
保
全
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
法
」（F

ood
, 

C
onservation and E

nergy A
ct

）
で
は
、

2
0
0
9
年
か
ら
前
述
の
ガ
ソ
リ
ン
税
を
控

除
す
る
優
遇
措
置
を
51
セ
ン
ト
／
ガ
ロ
ン
か

ら
45
セ
ン
ト
／
ガ
ロ
ン
に
減
額
す
る
一
方
、

セ
ル
ロ
ー
ス
系
原
料
に
対
す
る
優
遇
措
置
を

新
規
に
1
・
01
ド
ル
／
ガ
ロ
ン
と
す
る
こ
と

が
決
定
さ
れ
た
　（3）

。
ま
た
、
バ
イ
オ
エ
タ
ノ

ー
ル
関
税
に
つ
い
て
は
、
2
0
1
0
年
ま
で

延
長
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
こ
の
他
に
も

同
法
で
は
、
再
生
可
能
燃
料
プ
ロ
グ
ラ
ム
と

し
て
総
額
11
億
ド
ル
が
投
資
さ
れ
、
商
業
規

模
の
バ
イ
オ
燃
料
製
造
施
設
建
設
に
対
す
る

融
資
保
証
制
度
等
が
新
規
に
創
設
さ
れ
た
。
 

さ
ら
に
、
連
邦
政
府
で
は
、
小
規
模
バ
イ

オ
エ
タ
ノ
ー
ル
生
産
者
に
対
す
る
所
得
税
控

除
、
E
85
用
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
供
給
施
設

費
用
の
補
助
、
セ
ル
ロ
ー
ス
系
バ
イ
オ
エ
タ

ノ
ー
ル
工
場
の
設
備
投
資
の
特
別
償
却
等
の

補
助
措
置
等
が
あ
る
。
さ
ら
に
、
連
邦
政
府

と
は
別
に
州
政
府
で
も
、
10
州
で
は
ガ
ソ
リ

ン
売
上
税
の
減
免
措
置
を
行
っ
て
い
る
ほ
か
、

17
州
で
は
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
製
造
業
者
に

対
す
る
補
助
措
置
等
を
行
っ
て
い
る
。
こ
の

よ
う
に
、
米
国
の
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
生
産
・

流
通
に
お
い
て
は
、
連
邦
お
よ
び
州
政
府
か

ら
の
税
制
優
遇
措
置
、
助
成
措
置
が
充
実
し

て
い
る
こ
と
が
大
き
な
特
徴
で
あ
る
　（4）
。
 

 
（３）
第
２
世
代
バ
イ
オ
燃
料
技
術
開
発
 

2
0
0
6
年
米
国
大
統
領
一
般
教
書
演
説

で
は
、
2
0
1
2
年
ま
で
に
セ
ル
ロ
ー
ス
系

原
料
か
ら
の
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
燃
料
を
実

用
化
す
る
目
標
や
、「
2
0
0
7
年
エ
ネ
ル

ギ
ー
法
」
上
院
案
に
お
い
て
、
2
0
2
2
年

ま
で
に
3
6
0
億
ガ
ロ
ン
の
再
生
可
能
燃
料

基
準
の
う
ち
2
1
0
億
ガ
ロ
ン
は
セ
ル
ロ
ー

ス
系
原
料
等
と
し
て
い
る
よ
う
に
、
今
後
、

米
国
で
は
セ
ル
ロ
ー
ス
系
原
料
か
ら
の
バ
イ

オ
エ
タ
ノ
ー
ル
生
産
を
次
世
代
の
バ
イ
オ
燃

料
と
し
て
強
化
し
て
い
く
中
長
期
的
方
針
を

示
し
て
い
る
。
米
国
エ
ネ
ル
ギ
ー
省
で
は
、

現
在
建
設
を
予
定
し
て
い
る
６
つ
の
セ
ル
ロ

ー
ス
系
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
工
場
に
対
し
て
、

2
0
0
7
年
以
降
の
４
年
間
で
総
額
3
億
8，

5
0
0
万
ド
ル
を
投
資
す
る
こ
と
を
発
表
し

た
。
こ
れ
ら
の
工
場
の
稼
働
予
定
年
は

2
0
0
9
年
末
か
ら
2
0
1
1
年
に
か
け
て

で
あ
る
が
、
す
べ
て
稼
働
し
た
場
合
は
年
間

1
億
3，
0
0
0
万
ガ
ロ
ン
の
生
産
規
模
と

な
る
（
第
3
表
）。
ま
た
、
こ
の
他
に
、
新
技資料：USDEからの聞き取り調査（2008年7月）.

第3表　米国における第2世代型バイオ燃料生産 
（エネルギー省関連プロジェクト） 

企業名 州名 原料名 
生産量 

（万ガロン） 
補助額 

（万ドル） 
工場建設完成 
予定年 

Abengoa Bioenergy カンザス州 
とうもろこし葉・茎、麦わら、 
スィッチグラス、マイロ切り株 1,140 7,600 2011年 

ALICO フロリダ州 木材残渣、植物残渣 1,390 3,300 2010年 

Blue Fire Ethanol カリフォルニア州 植物性廃棄物、木材残渣 1,900 4,000 2009年末 

Broin アイオワ州 とうもろこし繊維（穂軸・茎） 3,125 8,000 2010年 

Iogen アイダホ州 
麦わら、稲わら、とうもろこし 
葉・茎、スィッチグラス 1,800 8,000 2010年 

Range Fuels ジョージア州 木材残渣、木質エネルギー作物 4,000 7,600 2011年 
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術
を
用
い
た
セ
ル
ロ
ー
ス
系
バ
イ
オ
エ
タ
ノ

ー
ル
実
証
事
業
に
対
し
て
、
2
0
0
7
年
か

ら
2
0
1
2
年
に
か
け
て
、
総
額
2
億
ド
ル

を
補
助
す
る
こ
と
を
発
表
し
た
。
こ
れ
を
受

け
て
、
現
在
（
2
0
0
8
年
8
月
）、
30
も

の
セ
ル
ロ
ー
ス
系
原
料
か
ら
の
バ
イ
オ
エ
タ

ノ
ー
ル
実
証
事
業
が
計
画
さ
れ
て
い
る
。
 

セ
ル
ロ
ー
ス
系
原
料
か
ら
の
バ
イ
オ
エ
タ

ノ
ー
ル
生
産
に
つ
い
て
、
2
0
0
6
年
現
在

の
可
変
費
用
で
あ
る
2
・
65
ド
ル
／
ガ
ロ
ン

か
ら
2
0
1
2
年
ま
で
に
可
変
費
用
を
1
・

00
ド
ル
／
ガ
ロ
ン
に
ま
で
下
げ
る
こ
と
を
目

標
と
し
て
い
る
。
し
か
し
、
木
材
か
ら
抽
出

し
た
セ
ル
ロ
ー
ス
系
原
料
か
ら
バ
イ
オ
エ
タ

ノ
ー
ル
を
製
造
す
る
技
術
は
、
米
国
以
外
の

国
・
地
域
で
も
現
在
の
と
こ
ろ
実
験
段
階
で

あ
り
実
用
段
階
に
は
至
っ
て
い
な
い
。
今
後
、

セ
ル
ロ
ー
ス
系
原
料
か
ら
の
バ
イ
オ
エ
タ
ノ

ー
ル
生
産
が
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
の
主
原
料

と
な
る
か
ど
う
か
は
酵
素
の
開
発
を
は
じ
め

と
す
る
今
後
の
技
術
開
発
次
第
で
あ
る
。
 

 4
　
バ
イ
オ
燃
料
需
要
拡
大
が
 

　
　
食
料
需
給
に
与
え
る
影
響
 

 バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
生
産
に
関
し
て
は
、

米
国
の
と
う
も
ろ
こ
し
総
需
要
量
の
う
ち
、

2
0
0
7
/
0
8
年
度
は
28
・
9
%
が
バ
イ

オ
エ
タ
ノ
ー
ル
向
け
に
使
用
さ
れ
て
い
る
（U

SD
A
 

2
0
0
8
b

）
。
ま
た
、
ブ
ラ
ジ
ル
で
は
、

2
0
0
8
/
0
9
年
度
の
さ
と
う
き
び
の
53

・
6
%
が
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
に
仕
向
け
ら

れ
て
い
る
（U

S
D
A
-F
A
S
 
2008

）
等
の
よ

う
に
、
主
要
国
で
は
多
く
の
食
料
資
源
が
バ

イ
オ
燃
料
生
産
に
仕
向
け
ら
れ
て
い
る
こ
と

か
ら
、
バ
イ
オ
燃
料
生
産
拡
大
が
食
料
需
給

に
与
え
る
影
響
が
国
際
的
に
も
議
論
さ
れ
て

お
り
、
世
界
各
地
で
バ
イ
オ
燃
料
が
食
料
需

給
に
与
え
る
ネ
ガ
テ
ィ
ブ
な
影
響
が
指
摘
さ

れ
て
い
る
。
2
0
0
7
年
10
月
の
国
連
人
権

委
員
会
に
お
い
て
、
ジ
ュ
ネ
ー
ブ
大
学
の
ジ

ー
グ
ラ
ー
教
授
が
食
料
を
原
料
と
す
る
バ
イ

オ
燃
料
生
産
に
モ
ラ
ト
リ
ア
ム
の
設
定
を
主

張
し
た
。
2
0
0
8
年
4
月
に
は
F
A
O
の

デ
ィ
ウ
フ
事
務
局
長
は
、
農
地
の
バ
イ
オ
燃

料
生
産
転
換
の
危
険
性
に
つ
い
て
指
摘
し
た
。

ま
た
、
ワ
ー
ル
ド
ウ
オ
ッ
チ
研
究
所
の
レ
ス

タ
ー
・
ブ
ラ
ウ
ン
氏
は
、
バ
イ
オ
燃
料
増
産

は
農
産
物
価
格
を
上
昇
さ
せ
、
世
界
の
飢
餓

を
招
く
と
主
張
し
て
い
る
。
E
U
で
も
、

2
0
2
0
年
ま
で
に
輸
送
用
燃
料
に
占
め
る

バ
イ
オ
燃
料
比
率
を
10
％
に
引
き
上
げ
る
目

標
に
対
し
て
、
域
内
関
係
機
関
や
各
国
で
も

慎
重
論
が
出
て
い
る
。
 

米
国
農
務
省
が
2
0
0
8
年
2
月
に
発
表

し
た"U

S
D
A
 
A
g
ricu
ltu
ral 

B
aselin

e 

P
rojections to 2017"

（U
SD
A
 2008a

）
で

は
、
平
年
並
み
の
天
候
お
よ
び
現
行
の
農
業

政
策
が
、
米
国
の
み
な
ら
ず
世
界
各
国
・
地

域
に
お
い
て
今
後
も
継
続
す
る
等
の
前
提
に

お
い
て
、
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
用
需
要
量
の

全
と
う
も
ろ
こ
し
需
要
量
に
占
め
る
割
合
が
、

2
0
1
7
／
1
8
年
度
に
は
40
・
0
%
に
拡

大
す
る
こ
と
が
予
測
さ
れ
て
い
る
。
こ
れ
は

バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
向
け
と
飼
料
用
、
糖
化

用
、
食
用
、
そ
の
他
工
業
用
向
け
と
の
競
合

が
今
後
も
激
し
く
な
る
こ
と
を
意
味
す
る
。
 

米
国
経
済
諮
問
委
員
会
は
2
0
0
8
年
5

月
14
日
に
、
こ
の
１
年
間
に
（
I
M
F
グ
ロ

ー
バ
ル
・
フ
ー
ド
指
数
に
よ
る
と
）
世
界
食

料
価
格
は
43
％
上
昇
し
て
い
る
が
、
バ
イ
オ

燃
料
の
影
響
は
わ
ず
か
3
％
程
度
に
過
ぎ
な

い
と
の
影
響
試
算
を
発
表
し
た
。
こ
の
発
言

を
、
米
国
大
統
領
、
米
国
農
務
長
官
ら
政
府

首
脳
は
公
式
的
な
会
見
の
場
で
引
用
し
て
い

る
。
ま
た
、
米
国
農
務
省
経
済
研
究
所
（R

-

onaldo T
rostle 2008

）
で
は
、
食
料
価
格

上
昇
は
バ
イ
オ
燃
料
だ
け
で
は
な
く
、
エ
ネ

ル
ギ
ー
価
格
高
騰
、
ド
ル
安
、
イ
ン
ド
・
中

国
と
い
っ
た
途
上
国
の
急
速
な
経
済
発
展
、

輸
入
国
に
よ
る
外
貨
準
備
高
の
増
大
、
天
候

要
因
、
輸
出
国
に
よ
る
輸
出
規
制
等
の
複
合

要
因
が
組
み
合
わ
さ
り
発
生
し
た
も
の
で
あ

り
、
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
の
影
響
は
限
定
的

で
あ
る
と
の
研
究
を
2
0
0
8
年
５
月
に
発

表
し
て
い
る
。
 

一
方
、
世
界
銀
行
の
ミ
ッ
チ
ェ
ル
氏
は
、

2
0
0
8
年
７
月
に
食
料
価
格
高
騰
の
70
〜

75
％
が
、
バ
イ
オ
燃
料
の
影
響
、
輸
出
規
制

措
置
、
投
機
等
の
要
因
が
含
ま
れ
て
い
る
等

の
内
容
の
報
告
書
を
発
表
し
た
。
し
か
し
、

こ
の
報
告
書
に
お
け
る
ド
ル
安
・
国
際
原
油

価
格
高
騰
の
影
響
（
35
％
）
以
外
の
す
べ
て

の
影
響
を
バ
イ
オ
燃
料
等
で
説
明
す
る
手
法

に
は
、
米
国
農
務
省
、
ア
イ
オ
ワ
州
立
大
学
、

F
A
P
R
I
（
食
料
農
業
政
策
研
究
所
）、
米

国
穀
物
関
係
団
体
か
ら
批
判
も
出
て
い
る
　（5）
。

さ
ら
に
、
I
F
P
R
I（
国
際
食
料
政
策
研
究

所
）
で
は
、"B

iofuels and G
rain P

rices; 

Im
pacts and P

olicy R
esponses"

（IF
P
R
I 

2008

）
で
は
、
食
料
価
格
上
昇
の
う
ち
30
％

は
バ
イ
オ
燃
料
が
原
因
で
あ
る
こ
と
を
見
込

ん
で
い
る
　（6）
。
 

 　
　
と
う
も
ろ
こ
し
価
格
上
昇

5
　
と
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル

　
　
産
業
の
動
向
 

 バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
産
業
全
体
と
し
て
は
、

こ
れ
ま
で
高
収
益
を
得
る
こ
と
が
で
き
る
た

め
、
事
業
の
拡
張
が
進
ん
で
き
た
が
、
最
近

は
異
な
る
様
相
を
見
せ
て
い
る
。
第
2
図
の

よ
う
に
、
原
料
で
あ
る
と
う
も
ろ
こ
し
価
格

が
2
0
0
6
年
後
半
か
ら
上
昇
し
て
い
る
の

に
対
し
て
、
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
価
格
が
原

料
ほ
ど
上
昇
し
て
い
な
い
状
況
に
あ
る
。
つ

ま
り
、
原
料
価
格
で
あ
る
と
う
も
ろ
こ
し
価

格
上
昇
率
は
製
品
価
格
で
あ
る
バ
イ
オ
エ
タ

ノ
ー
ル
価
格
上
昇
率
を
上
回
っ
て
推
移
し
て

い
る
。
ま
た
、
第
3
図
の
よ
う
に
バ
イ
オ
エ

タ
ノ
ー
ル
生
産
コ
ス
ト
も
2
0
0
4
/
0
5

年
度
の
0
・
3
3
1
ド
ル
／
リ
ッ
ト
ル
に
比

べ
て
2
0
0
6
/
0
7
年
度
は
0
・
4
9
2

ド
ル
／
リ
ッ
ト
ル
　（7）

と
上
昇
し
て
い
る
。
バ

イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
生
産
全
体
コ
ス
ト
の
う
ち

原
料
代
は
、
全
体
の
約
8
割
を
占
め
て
い
る

た
め
、
原
料
代
上
昇
が
コ
ス
ト
上
昇
の
最
大

の
要
因
で
あ
る（
第
3
図
）。
こ
う
し
た
状
況

動向解析 
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は
収
益
を
圧
迫
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。

こ
れ
に
加
え
て
、
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
生
産

に
使
用
す
る
天
然
ガ
ス
価
格
も
上
昇
し
て
い

る
。
 

つ
ま
り
、
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
生
産
に
当

た
っ
て
は
、
原
料
価
格
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
コ
ス

ト
の
上
昇
分
が
製
品
価
格
上
昇
に
追
い
つ
い

て
い
な
い
状
況
と
な
っ
て
い
る
。
こ
の
た
め
、

バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
産
業
の
収
益
は
2
0
0
6

年
に
は
か
な
り
良
好
で
あ
っ
た
が
、
2
0
0
7

年
か
ら
減
少
、
2
0
0
8
年
に
は
利
益
が
出

な
い
状
況
に
あ
り
、
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
産

業
の
収
益
が
悪
化
し
て
い
る
も
の
と
考
え
ら

れ
る
。
ア
イ
オ
ワ
州
立
大
学
農
業
・
農
村
開

発
研
究
所
（
C
A
R
D
）
の
研
究
で
も
第
4

図
の
よ
う
に
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
産
業
の
マ

ー
ジ
ン
が
減
少
し
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。
 

実
際
、
2
0
0
8
年
に
入
り
、
新
規
プ
ラ

ン
ト
の
建
設
の
中
止
・
見
直
し
が
行
わ
れ
て

お
り
、
当
初
計
画
さ
れ
て
い
た
16
の
バ
イ
オ

8

10

12

5

6

7

8
＜単位：US$＞ ＜単位：US$＞ 

天然ガス価格（US$/千立方フィート：右目盛） 

とうもろこし価格 
（US$/ブッシエル） 

0

2

4

6

0

1

2

3

4

2000年 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008

バイオエタノール価格 
（US$/ガロン） 

無鉛ガソリン価格（US$/ガロン） 

８ 

資料：USDE（2008）、USDA（2008）、Nebraska Government（2008）. 
注．とうもろこし価格については、シカゴ商品取引所の第１金曜日の期近価格. 
　　バイオエタノール・無鉛ガソリン価格については、F.O.B オマハ.ネブラスカ価格の月平均価格. 
　　天然ガス価格はUS Natural Gas Wellhead Price.

第2図　米国におけるバイオエタノール・とうもろこし等の推移 

〈単位：US＄/L〉 
0.6 

0.5 

0.4 

0.3 

0.2 

0.1 

0
2004/05 2005/06 2006/07

0.331
0.357

0.492

その他のオペレーションコスト 

エネルギーコスト 

原料代（とうもろこし） 

資料：F.O.Licht（2007）.
第3図　米国におけるバイオエタノール生産コストの推移 

資料：CARD（2008）.

第4図　バイオエタノールマージンの推移 
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エ
タ
ノ
ー
ル
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
中
止
さ
れ
て

い
る
。
建
設
の
中
止
・
見
直
し
が
行
わ
れ
た

工
場
は
、
収
益
に
改
善
が
み
ら
れ
る
ま
で
、

バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
工
場
の
建
設
を
一
時
的

に
停
止
し
て
い
る
状
況
に
あ
る
。
 

前
節
の
よ
う
に
、
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
需

要
の
拡
大
に
よ
り
、
食
料
価
格
上
昇
が
指
摘

さ
れ
て
い
る
が
、
こ
れ
は
と
う
も
ろ
こ
し
価

格
上
昇
に
よ
る
収
益
減
少
と
い
う
結
果
を
も

た
ら
し
、
米
国
の
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
産
業

に
も
大
き
な
影
響
を
与
え
て
い
る
。
こ
れ
に

対
し
て
、
米
国
政
府
は
天
然
ガ
ス
で
は
な
く
、

バ
イ
オ
マ
ス
由
来
の
木
材
チ
ッ
プ
、
ス
イ
ッ

チ
グ
ラ
ス
等
を
原
料
と
し
た
製
造
プ
ロ
セ
ス

に
お
け
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
の
転
換
プ
ロ
グ
ラ

ム
の
推
進
や
、
前
述
の
よ
う
な
再
生
可
能
燃

料
基
準
の
拡
大
に
よ
る
バ
イ
オ
燃
料
需
要
量

の
増
大
を
図
っ
て
い
る
が
、
十
分
な
対
策
が

行
わ
れ
て
い
な
い
状
況
に
あ
る
。
 

 6
　
お
わ
り
に
 

 2
0
0
5
年
に
米
国
は
、
こ
れ
ま
で
最
大

の
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
生
産
国
で
あ
っ
た
ブ

ラ
ジ
ル
を
抜
い
て
世
界
最
大
の
生
産
国
と
な

り
、
2
0
0
7
年
に
は
世
界
の
バ
イ
オ
エ
タ

ノ
ー
ル
生
産
の
42
％
を
占
め
て
い
る
。
特
に
、

2
0
0
6
年
以
降
、
米
国
で
は
「
石
油
の
中

東
依
存
」
体
質
か
ら
の
脱
却
と
い
う
国
家
と

し
て
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障
上
の
課
題
を

強
力
な
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
と
し
、
再
生
可
能

燃
料
と
し
て
の
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
の
更
な

る
普
及
拡
大
を
図
る
と
と
も
に
大
幅
な
増
産

を
行
っ
て
い
る
。
特
に
、「
2
0
0
7
年
エ

ネ
ル
ギ
ー
法
」
成
立
に
よ
り
、
再
生
可
能
燃

料
基
準
に
よ
る
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
義
務
量

を
2
0
2
2
年
ま
で
に
3
6
0
億
ガ
ロ
ン
ま

で
拡
大
す
る
こ
と
を
決
定
し
た
。
こ
の
う
ち
、

1
5
0
億
ガ
ロ
ン
を
と
う
も
ろ
こ
し
を
原
料

と
す
る
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
と
し
、
2
1
0

億
ガ
ロ
ン
を
と
う
も
ろ
こ
し
以
外
の
セ
ル
ロ

ー
ス
系
原
料
か
ら
の
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
や

他
の
先
端
的
バ
イ
オ
燃
料
と
し
て
い
る
。
今

回
の
新
再
生
可
能
燃
料
基
準
は
旧
基
準
の
約

５
倍
の
水
準
で
あ
り
、
米
国
で
は
今
後
、
バ

イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
を
中
心
と
す
る
バ
イ
オ
燃

料
の
更
な
る
普
及
拡
大
を
図
る
方
針
を
示
し

て
い
る
。
 

と
う
も
ろ
こ
し
を
主
原
料
と
す
る
バ
イ
オ

エ
タ
ノ
ー
ル
需
要
は
、
米
国
農
務
省
の
予
測

等
に
よ
り
、
今
後
も
拡
大
す
る
こ
と
が
見
込

ま
れ
る
が
、
こ
れ
は
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
向

け
と
飼
料
用
、
糖
化
用
、
食
用
、
そ
の
他
工

業
用
向
け
と
の
競
合
が
今
後
も
激
化
す
る
こ

と
を
意
味
す
る
。
こ
う
し
た
状
況
下
、
バ
イ

オ
燃
料
需
要
拡
大
が
食
料
需
給
に
与
え
る
影

響
に
つ
い
て
の
議
論
が
国
際
的
に
も
展
開
さ

れ
、
2
0
0
8
年
６
月
に
開
催
さ
れ
た
「
食

料
サ
ミ
ッ
ト
」（
世
界
の
食
料
安
全
保
障
に

関
す
る
ハ
イ
レ
ベ
ル
会
合
）
や
７
月
に
開
催

さ
れ
た
「
洞
爺
湖
サ
ミ
ッ
ト
」（
主
要
国
首
脳

会
議
）
で
も
議
論
が
行
わ
れ
た
。
バ
イ
オ
エ

タ
ノ
ー
ル
最
大
の
生
産
国
で
あ
る
米
国
に
対

し
て
、
食
料
価
格
上
昇
の
原
因
が
バ
イ
オ
燃

料
で
は
な
い
か
と
の
批
判
が
内
外
か
ら
沸
き

上
が
っ
た
。
こ
れ
に
対
し
て
、
米
国
政
府
は

バ
イ
オ
燃
料
需
要
拡
大
が
食
料
価
格
上
昇
に

与
え
た
影
響
は
小
さ
い
と
主
張
し
て
い
る
。

ま
た
、
米
国
政
府
で
は
今
後
は
、
食
料
と
は

競
合
し
な
い
セ
ル
ロ
ー
ス
系
原
料
か
ら
の
バ

イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
生
産
を
拡
大
し
て
い
く
方

針
を
示
す
こ
と
で
内
外
か
ら
の
批
判
を
か
わ

し
た
い
考
え
で
あ
る
。
こ
れ
が
実
現
す
れ
ば

と
う
も
ろ
こ
し
需
給
に
お
け
る
バ
イ
オ
エ
タ

ノ
ー
ル
増
産
圧
力
を
緩
和
す
る
こ
と
が
期
待

で
き
る
が
、
現
在
の
技
術
水
準
で
は
商
業
的

実
用
段
階
に
は
達
し
て
い
な
い
。
今
後
の
セ

ル
ロ
ー
ス
系
原
料
か
ら
の
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー

ル
生
産
拡
大
の
見
通
し
に
つ
い
て
は
技
術
開

発
次
第
と
し
か
言
え
な
い
状
況
に
あ
る
。
ま

た
、
米
国
エ
ネ
ル
ギ
ー
省
が
2
0
0
8
年
7

月
に
発
表
し
た
中
長
期
見
通
し
で
は
、
現
在

設
定
さ
れ
て
い
る
セ
ル
ロ
ー
ス
系
原
料
の
再

生
可
能
燃
料
基
準
が
今
後
、
下
方
修
正
さ
れ

る
と
い
う
予
測
結
果
を
発
表
し
た
こ
と
か
ら

も
、
セ
ル
ロ
ー
ス
か
ら
の
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー

ル
生
産
が
「
2
0
0
7
年
エ
ネ
ル
ギ
ー
法
」

に
お
け
る
再
生
可
能
燃
料
基
準
ど
お
り
に
拡

大
す
る
か
否
か
は
不
透
明
な
状
況
に
あ
る
。
 

バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
産
業
全
体
と
し
て
は
、

こ
れ
ま
で
高
収
益
を
得
る
こ
と
に
よ
り
、
事

業
の
拡
張
が
進
ん
で
き
た
が
、
最
近
で
は
原

料
で
あ
る
と
う
も
ろ
こ
し
価
格
上
昇
率
が
バ

イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
価
格
上
昇
率
を
大
幅
に
上

回
っ
て
い
る
こ
と
等
に
よ
り
、
バ
イ
オ
エ
タ

ノ
ー
ル
産
業
の
マ
ー
ジ
ン
が
減
少
し
て
い
る

状
況
に
あ
る
。
こ
れ
ま
で
の
バ
イ
オ
エ
タ
ノ

ー
ル
生
産
の
拡
大
に
よ
る
原
料
で
あ
る
と
う

も
ろ
こ
し
の
価
格
上
昇
が
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー

ル
産
業
の
収
益
減
少
を
引
き
起
こ
し
、
そ
の

結
果
、
2
0
0
8
年
に
入
り
、
新
規
プ
ラ
ン

ト
の
建
設
の
中
止
・
見
直
し
が
行
わ
れ
て
い

る
状
況
に
あ
る
。
今
後
も
、
こ
う
し
た
傾
向

が
続
け
ば
米
国
の
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
産
業

に
お
い
て
も
再
編
・
合
理
化
が
進
む
も
の
と

考
え
ら
れ
る
。
こ
れ
ま
で
は
、
政
府
に
よ
る

バ
イ
オ
燃
料
関
連
施
策
の
推
進
に
よ
り
、
バ

イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
需
要
が
拡
大
し
、
産
業
の

成
長
を
支
え
て
き
た
が
、
皮
肉
に
も
こ
の
成

長
が
原
料
で
あ
る
と
う
も
ろ
こ
し
の
価
格
上

昇
と
い
っ
た
事
態
を
引
き
起
こ
し
、
産
業
の

成
長
に
制
約
を
与
え
て
い
る
。
 

バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
産
業
の
拡
張
は
、
と

う
も
ろ
こ
し
の
価
格
上
昇
を
引
き
起
こ
す
要

因
の
み
が
こ
れ
ま
で
は
注
目
さ
れ
て
き
た
が
、

こ
れ
は
同
時
に
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
産
業
成

長
の
制
約
要
因
と
な
っ
て
き
て
い
る
。
こ
う

し
た
状
況
に
、
米
国
政
府
が
有
効
な
政
策
を

打
ち
出
せ
な
い
状
況
下
、
今
後
の
と
う
も
ろ

こ
し
価
格
の
動
向
が
今
後
の
バ
イ
オ
エ
タ
ノ

ー
ル
生
産
に
も
大
き
な
影
響
を
与
え
る
と
考

え
ら
れ
る
。
 

 

動向解析 
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注
（1）
M
T
B
E
は
含
酸
素
添
加
燃
料
と
し
て
の
機
能
の

ほ
か
に
、
オ
ク
タ
ン
価
向
上
剤
と
し
て
ガ
ソ
リ
ン

に
添
加
し
て
使
用
。
 

　
（2）
１
ガ
ロ
ン
＝
3
・
7
8
5
リ
ッ
ト
ル
。
 

　
（3）
現
行
法
で
は
、
2
0
1
2
年
末
ま
で
適
用
さ
れ
る

予
定
で
あ
る
。
 

　
（4）
詳
し
く
は
小
泉
（
2
0
0
7
）
を
参
照
さ
れ
た
い
。
 

　
（5）
米
国
農
務
省
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
省
、
ア
イ
オ
ワ
州
立

大
学
、
F
A
P
R
I
等
か
ら
の
聞
き
取
り
（
2
0
0
8

年
7
月
）
。
 

　
（6）
バ
イ
オ
燃
料
需
要
拡
大
が
食
料
需
給
に
与
え
る
影

響
に
つ
い
て
は
小
泉
（
2
0
0
8
）
を
参
照
さ
れ

た
い
。
 

　
（7）
こ
れ
ら
の
生
産
コ
ス
ト
に
は
D
D
G
売
却
益
を
減

じ
て
お
ら
ず
、
D
D
G
が
売
却
で
き
れ
ば

2
0
0
4
/
0
5
年
度
の
生
産
コ
ス
ト
は
0
・
28

ド
ル
／
リ
ッ
ト
ル
、
2
0
0
6
/
0
7
年
度
は
0
・

41
ド
ル
／
リ
ッ
ト
ル
に
そ
れ
ぞ
れ
減
額
さ
れ
る
。
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昌
一
郎 

中
国
農
村
合
作
社
制
度
の
分
析
 

本
稿
の
詳
細
に
つ
い
て
は
、
農
林
水
産
政
策
研
究
叢
書
第
9
号
「
中
国
農
村
合
作
社
制
度
の
分

析
」（
平
成
２０
年
8
月
）
を
参
照
さ
れ
た
い
。
 

          １
　
は
じ
め
に
 

 
中
国
で
、
中
国
合
作
運
動
の
創
始
者
と
さ

れ
る
薛
仙
舟
（
1
8
7
8
｜
1
9
2
7
年
）

が
中
国
最
初
の
信
用
合
作
組
織
と
さ
れ
て
い

る
上
海
国
民
合
作
儲
蓄
銀
行
を
設
立
し
た
の

は
1
9
1
9
年
の
こ
と
で
あ
る
。
ま
た
、
中

国
華
洋
義
賑
救
災
総
会
（
以
下
「
華
洋
義
賑

会
」
と
略
称
。）
が
被
災
者
救
済
等
を
目
的

に
農
村
で
合
作
事
業
を
実
施
す
る
よ
う
に
な

る
の
は
1
9
2
0
年
代
の
は
じ
め
の
こ
と
で

あ
る
。
 

こ
れ
以
来
、
中
国
農
村
に
お
い
て
は
、
時

代
に
か
か
わ
ら
ず
常
に
何
ら
か
の
農
村
合
作

社
が
存
在
し
て
お
り
、
中
国
の
農
村
合
作
社

制
度
は
す
で
に
80
年
以
上
の
歴
史
を
有
し
て

い
る
。
中
国
の
農
村
合
作
社
の
草
創
期
か
ら

現
在
ま
で
の
変
遷
を
時
期
区
分
ご
と
に
整
理

す
れ
ば
第
1
図
の
よ
う
に
な
る
。
 

そ
れ
で
は
、
80
年
以
上
に
及
ぶ
中
国
の
農

村
合
作
社
制
度
の
歴
史
の
中
で
、
農
村
合
作

社
制
度
は
そ
れ
ぞ
れ
の
時
期
区
分
に
お
い
て

ど
の
よ
う
な
特
色
を
有
し
、
ど
の
よ
う
な
変

化
を
遂
げ
た
の
で
あ
ろ
う
か
。
と
り
わ
け
、

各
時
期
区
分
に
は
各
種
の
合
作
社
が
存
在
し

て
い
る
が
、
そ
れ
ら
相
互
の
関
係
に
は
何
ら

か
の
変
化
が
あ
っ
た
の
だ
ろ
う
か
。
そ
し
て
、

そ
う
し
た
変
化
の
過
程
で
、
結
局
、
現
在
の

農
村
合
作
社
制
度
は
ど
の
よ
う
な
特
色
を
有

す
る
こ
と
と
な
り
、
ど
の
よ
う
に
位
置
付
け

ら
れ
る
の
で
あ
ろ
う
か
。
 

本
稿
は
、
以
上
の
よ
う
な
問
題
意
識
を
持

っ
て
中
国
農
村
合
作
社
制
度
に
関
す
る
分
析

を
行
お
う
と
す
る
も
の
で
あ
る
。
 

 

2
　
民
国
期
の
 

　
　
農
村
合
作
社
制
度
 

 
こ
こ
で
の
民
国
期
に
は
第
１
図
の
日
中
戦

争
・
第
3
次
国
共
内
戦
期
を
含
め
る
こ
と
と

す
る
。
 

民
国
期
中
国
に
導
入
さ
れ
た
農
村
合
作
社

制
度
は
、
ラ
イ
フ
ァ
イ
ゼ
ン
型
の
合
作
社
制

度
で
あ
っ
た
。
こ
れ
は
、
ラ
イ
フ
ァ
イ
ゼ
ン

の
信
用
組
合
に
準
じ
た
模
範
定
款
を
作
成
し

て
中
国
へ
の
合
作
社
制
度
の
導
入
を
図
っ
た

華
洋
義
賑
会
が
中
国
農
村
合
作
社
制
度
の
導

入
・
普
及
に
主
導
的
役
割
を
果
た
し
た
こ
と
、

ラ
イ
フ
ァ
イ
ゼ
ン
型
組
合
の
考
え
方
が
、
無

資
力
な
貧
困
農
民
を
救
済
す
る
と
い
う
中
国

農
村
で
の
要
請
に
合
致
し
て
い
た
こ
と
等
の

理
由
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。
 

民
国
期
に
お
い
て
は
、
合
作
社
制
度
の
あ

り
方
に
関
す
る
制
度
論
的
議
論
は
ほ
と
ん
ど

な
さ
れ
な
か
っ
た
が
、
合
作
社
制
度
は
実
態

と
し
て
責
任
制
を
中
心
に
大
き
く
変
化
し
た
。

当
初
は
、
無
限
連
帯
責
任
制
を
基
礎
と
し
て

組
合
員
に
信
用
貸
付
を
行
う
と
い
う
ラ
イ
フ

資料：筆者作成． 
注．　　　は組織の発展的継承を示す． 
　　　　　は組織が部分的に引き継がれていることを示す． 
　　　　　は組織の継続を示す． 

高級合作社 

民国期 
（1919～1936） 

日中戦争・第３ 
次国共内戦期 
（1937～1948） 

土地改革・農業 
合作化期 
（1949～1957） 

（日本軍占領地区） （国民党政府管轄地区） （中共解放区） 

互助組（常年組） 

人民公社期 
（1958～1977） 

改革開放期 
（1978～現在） 

第1図　中国農村合作社の変遷 

人民公社（安定期） 

合
作
社 

工
業
合
作
社 

農
村
信
用
社 

専
業
合
作
組
織 

社
区
経
済
組
織 

農
村
株
式 

合
作
企
業 

合作社 

・運銷合作社 
・農村信用・兼営社 

供
銷
合
作
社 

農
村
信
用
社 

互助組（季節組） 

人民公社（初期） 

労
働
互
助
社 

供
銷
合
作
社 

初級合作社 

供
銷
合
作
社 

農
村
信
用
社 

供
銷
合
作
社 

農
村
信
用
社 



No.29 15

ァ
イ
ゼ
ン
原
則
に
基
づ
い
て
農
村
合
作
社
の

設
立
が
進
め
ら
れ
て
い
た
が
、
1
9
3
0
年

代
に
な
っ
て
商
業
銀
行
が
農
村
貸
付
を
急
速

に
拡
大
さ
せ
る
よ
う
に
な
っ
て
、
合
作
社
制

度
が
変
化
す
る
。
 

中
国
で
は
、
大
恐
慌
の
後
、
1
9
3
2
年

に
地
産
、
建
物
、
公
債
等
が
暴
落
し
、
大
き

な
遊
休
資
金
を
抱
え
る
こ
と
と
な
っ
た
商
業

銀
行
は
農
村
貸
付
を
活
発
化
さ
せ
る
。
第
１

表
に
示
す
と
お
り
、
と
り
わ
け
1
9
3
3
年

か
ら
3
4
年
に
か
け
て
は
農
村
貸
付
が
急
増

し
た
。
商
業
銀
行
は
、
農
民
が
生
産
す
る
農

産
物
を
担
保
と
し
、
合
作
社
を
通
じ
て
農
民

に
短
期
貸
付
を
行
っ
た
。
 

こ
の
た
め
、
合
作
社
の
責
任
制
は
実
質
的

に
個
々
の
組
合
員
の
担
保
に
よ
る
有
限
責
任

制
へ
と
移
行
し
、
担
保
貸
付
が
一
般
的
な
形

態
と
な
っ
た
。
ま
た
、
こ
う
し
た
責
任
制
の

変
化
を
通
じ
て
、
民
国
期
農
村
合
作
社
の
実

態
は
、
小
地
区
制
等
の
他
の
ラ
イ
フ
ァ
イ
ゼ

ン
原
則
と
も
乖
離
が
生
じ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
 

た
だ
し
、
こ
の
よ
う
に
合
作
社
制
度
は
実

態
と
し
て
大
き
く
変
化
し
た
が
、
農
民
と
合

作
社
と
の
関
係
の
本
質
は
変
わ
っ
て
い
な
い
。

合
作
社
は
農
民
に
と
っ
て
、
無
限
責
任
制
ま

た
は
有
限
責
任
制
に
か
か
わ
ら
ず
、
基
本
的

に
借
金
の
機
会
を
得
る
た
め
に
必
要
な
組
織

に
す
ぎ
な
か
っ
た
の
で
あ
り
、
合
作
社
制
度

の
趣
旨
は
十
分
に
理
解
さ
れ
ず
、
農
民
の
自

主
的
組
織
と
し
て
農
村
に
定
着
す
る
こ
と
は

な
か
っ
た
。
 

日
中
戦
争
・
国
共
内
戦
期
で
は
、
国
民
党

政
府
管
轄
地
区
、
日
本
軍
占
領
地
区
お
よ
び

中
国
共
産
党
解
放
区
の
３
地
区
で
異
な
る
合

作
社
制
度
が
採
用
さ
れ
た
。
 

国
民
党
政
府
管
轄
地
区
で
は
、
政
策
的
金

融
機
関
と
し
て
の
役
割
を
担
う
県
合
作
金
庫

か
ら
の
信
用
貸
付
に
よ
り
、
無
限
責
任
制
の

農
村
信
用
社
が
各
地
に
設
立
さ
れ
た
。
し
た

が
っ
て
、
国
民
党
政
府
管
轄
地
区
の
農
村
合

作
社
で
は
、
再
び
ラ
イ
フ
ァ
イ
ゼ
ン
原
則
に

回
帰
す
る
こ
と
と
な
っ
た
が
、
農
民
に
と
っ

て
合
作
社
は
借
金
の
機
会
を
得
る
た
め
の
組

織
に
す
ぎ
な
い
と
い
う
農
民
と
合
作
社
と
の

実
質
的
関
係
は
変
わ
る
こ
と
は
な
か
っ
た
。
 

日
本
軍
占
領
地
区
で
は
県
合
作
社
連
合
会

が
合
作
事
業
の
中
心
と
な
り
、
単
位
合
作
社

は
県
合
作
社
連
合
会
の
下
部
組
織
と
し
て
組

み
込
ま
れ
た
。
国
民
党
政
府
管
轄
地
区
と
は

異
な
り
、
県
合
作
社
連
合
会
は
、
販
売
事
業

お
よ
び
購
買
事
業
を
重
点
的
に
実
施
し
、
物

資
の
生
産
・
流
通
を
独
占
的
に
実
施
す
る
指

導
・
統
制
組
織
と
し
て
の
性
格
を
強
く
有
し

て
い
た
。
た
だ
し
、
農
民
と
合
作
社
と
の
関

係
が
希
薄
な
ま
ま
に
と
ど
ま
り
、
農
村
に
根

付
か
な
か
っ
た
こ
と
は
国
民
党
政
府
管
轄
地

区
と
同
様
で
あ
る
。
 

中
共
解
放
区
で
は
、
土
地
改
革
を
基
礎
と

し
て
、
労
働
互
助
社
の
設
立
等
に
よ
る
合
作

社
政
策
が
進
め
ら
れ
た
。
労
働
互
助
社
は
、

農
具
や
労
働
の
共
同
利
用
を
通
じ
て
生
産
過

程
の
共
同
化
を
図
る
農
業
生
産
組
織
で
あ
る
。

労
働
互
助
社
等
に
よ
る
農
村
労
働
力
の
組
織

化
は
、
最
終
的
に
人
民
公
社
へ
と
つ
な
が
る

も
の
で
あ
り
、
中
共
に
よ
る
中
国
農
村
合
作

化
の
第
１
歩
と
見
る
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ

し
、
当
時
の
各
解
放
区
は
分
散
し
て
政
権
的

に
も
不
安
定
で
あ
り
、
労
働
互
助
社
ま
た
は

供
銷
合
作
社
に
お
い
て
も
確
た
る
合
作
社
制

度
が
打
ち
立
て
ら
れ
る
こ
と
は
な
く
、
し
た

が
っ
て
、
中
共
解
放
区
に
お
け
る
合
作
社
制

度
が
そ
の
ま
ま
新
中
国
成
立
後
に
引
き
継
が

れ
る
こ
と
も
な
か
っ
た
。
 

 3
　
土
地
改
革
・
農
業
合
作
化
期
 

　
　
の
農
村
合
作
社
制
度
 

 
新
中
国
成
立
後
に
は
民
国
期
ま
た
は
日
中

戦
争
・
国
共
内
戦
期
の
合
作
社
制
度
が
基
本

的
に
継
承
さ
れ
る
こ
と
は
な
く
、
中
共
政
府

に
よ
る
新
た
な
農
村
合
作
社
政
策
が
進
め
ら

れ
る
こ
と
と
な
る
。
 

新
中
国
成
立
直
後
の
合
作
社
制
度
の
基
本

的
枠
組
は
1
9
4
9
年
9
月
の
「
中
国
政
治

協
商
会
議
共
同
綱
領
」
で
与
え
ら
れ
る
。

1
9
5
0
年
の
劉
少
奇
の
合
作
社
法
草
案
も

同
綱
領
の
考
え
方
を
反
映
さ
せ
た
も
の
で
あ

り
、
そ
こ
で
は
、
農
民
の
私
有
制
に
基
づ
く

個
体
経
済
を
前
提
に
し
て
供
銷
合
作
社
ま
た

は
農
村
信
用
社
の
設
立
が
考
え
ら
れ
て
い
た
。
 

供
銷
合
作
社
ま
た
は
農
村
信
用
社
は
、
国

家
経
済
を
代
表
し
て
、
ま
た
は
国
家
経
済
と

農
民
経
済
と
の
橋
梁
と
し
て
農
民
経
済
を
指

導
す
る
と
い
う
指
導
的
地
位
を
有
す
る
も
の

と
さ
れ
て
い
た
が
、
そ
の
主
た
る
役
割
は
、

①
私
営
商
人
ま
た
は
高
利
貸
の
農
民
経
済
へ

の
関
与
の
制
限
、
②
農
村
互
助
合
作
組
織
の

支
援
の
２
点
で
あ
っ
た
。
農
民
の
個
別
経
済

を
基
礎
と
し
た
制
度
的
枠
組
の
中
で
、
当
初

は
前
者
の
役
割
が
重
視
さ
れ
て
い
た
が
、
互

助
組
ま
た
は
農
業
生
産
合
作
社
の
設
立
お
よ

び
農
村
流
通
の
社
会
主
義
改
造
の
進
展
に
伴

い
、
こ
う
し
た
事
情
が
変
化
す
る
。 

初
級
合
作
社
が
設
立
さ
れ
、
農
業
経
営
主

体
が
農
家
か
ら
農
民
集
団
（
初
級
合
作
社
）

と
な
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
農
民
の
個
別
経
済

を
基
礎
と
す
る
制
度
的
枠
組
が
消
失
し
、
合

作
社
制
度
は
農
業
生
産
の
集
団
化
を
基
礎
と

す
る
新
た
な
枠
組
へ
と
移
行
す
る
。
第
2
図

は
、
北
京
市
海
淀
区
西
山
地
区
の
事
例
を
も

と
に
、
農
民
の
集
団
経
済
を
基
礎
と
し
た
合

作
社
制
度
の
枠
組
を
図
示
し
た
も
の
で
あ
る
。

農
業
経
営
は
初
級
合
作
社
に
よ
っ
て
統
一
的

に
行
わ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
た
め
、
供
銷
合

作
社
ま
た
は
農
村
信
用
社
に
は
農
民
の
個
別

経
営
を
前
提
と
す
る
農
業
共
同
化
機
能
は
必

要
と
さ
れ
ず
、
こ
れ
に
代
わ
っ
て
、
国
家
の

経
済
計
画
に
即
し
つ
つ
、
農
民
集
団
（
初
級

合
作
社
）
経
済
を
指
導
し
、
支
援
す
る
こ
と

が
供
銷
合
作
社
ま
た
は
農
村
信
用
社
の
重
要

な
役
割
と
さ
れ
る
。
 

単位：USドル 

第1表　各銀行の農村貸付額 

銀行名 

計 

1933年 1934年 

資料：呉承禧著、東亜研究所第三部訳（1940） 
『支那近代銀行ノ農業金融ニ関スル研究』 
東亜研究所p.18～19から作成． 

注．その他は、金城、交通、大陸等の各銀行． 
 

江蘇省農民銀行 
中国農工銀行 
浙江省各県農民銀行 
上海商業儲蓄銀行 
中国銀行 
その他 

2,627,484 
267,420 
584,210 
1,022,597 
622,000 
1,000,000 
6,123,711

7,526,872 
388,658 
788,703 
4,441,553 
3,100,000 
2,540,434 
18,786,220
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初
級
合
作
社
が
高
級
合
作
社
と
な
っ
て
も
、

農
民
集
団
経
済
を
基
礎
と
し
て
供
銷
合
作
社

ま
た
は
農
村
信
用
社
が
こ
れ
を
指
導
・
支
援

す
る
と
い
う
制
度
的
枠
組
は
維
持
さ
れ
る
が
、

郷
を
区
域
と
す
る
よ
う
な
高
級
合
作
社
が
設

立
さ
れ
る
よ
う
に
な
る
と
高
級
合
作
社
、
基

層
供
銷
社
、
農
村
信
用
社
の
区
域
が
お
お
む

ね
一
致
す
る
こ
と
と
な
り
、
郷
政
府
・
党
委

と
こ
れ
ら
３
社
と
の
関
係
の
緊
密
化
お
よ
び

党
委
に
よ
る
統
一
的
指
導
の
強
化
が
進
ん
だ
。

そ
し
て
、
こ
の
こ
と
は
、
政
社
合
一
の
人
民

公
社
制
度
を
準
備
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。
 

 4
　
人
民
公
社
期
の
 

　
　
農
村
合
作
社
制
度
 

 
工
農
商
学
兵
に
関
す
る
事
業
を
統
一
的
に

実
施
す
る
政
社
合
一
の
人
民
公
社
の
出
現
に

よ
っ
て
、
農
村
合
作
社
制
度
に
お
け
る
供
銷

合
作
社
ま
た
は
農
村
信
用
社
の
位
置
付
け
は

大
き
く
変
化
し
た
。
人
民
公
社
は
国
家
行
政

機
構
と
し
て
の
性
格
を
併
せ
有
し
て
い
た
た

め
、
土
地
改
革
・
農
業
合
作
化
期
に
前
提
と

さ
れ
て
い
た
供
銷
合
作
社
ま
た
は
農
村
信
用

社
の
農
民
集
団
経
済
に
対
す
る
指
導
的
地
位

は
必
然
的
に
消
失
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。
 

供
銷
合
作
社
お
よ
び
農
村
信
用
社
は
そ
れ

ぞ
れ
公
社
供
銷
部
お
よ
び
公
社
信
用
部
と
し

て
人
民
公
社
の
内
部
組
織
に
取
り
込
ま
れ
、

公
社
党
委
に
よ
る
人
民
公
社
を
通
じ
た
農
村

指
導
体
制
が
確
立
す
る
。
人
民
公
社
組
織
と

党
組
織
と
の
関
係
は
第
3
図
に
示
し
た
と
お

り
で
あ
る
。
 

人
民
公
社
は
実
質
的
に
地
域
自
給
経
済
組

織
と
し
て
運
用
さ
れ
た
。
こ
の
た
め
、
公
社

供
銷
部
ま
た
は
公
社
信
用
部
を
通
じ
た
国
家

経
済
と
農
民
集
団
経
済
と
の
関
係
は
大
き
く

縮
小
し
、
特
に
金
融
面
で
の
関
係
は
極
め
て

希
薄
な
も
の
と
な
っ
た
。
ソ
連
の
コ
ル
ホ
ー

ズ
で
は
国
家
経
済
が
農
民
集
団
経
済
と
の
流

通
面
や
金
融
面
で
の
経
済
的
接
点
を
通
じ
て

農
民
集
団
経
済
を
指
導
す
る
と
い
う
体
制
が

と
ら
れ
て
お
り
、
中
国
で
も
農
業
合
作
化
期

ま
で
は
こ
う
し
た
考
え
方
が
基
本
的
に
継
承

さ
れ
て
い
た
。
と
こ
ろ
が
、
人
民
公
社
で
は

こ
う
し
た
考
え
方
は
と
ら
れ
ず
、
公
社
党
委

の
人
民
公
社
に
対
す
る
統
一
的
指
導
を
基
礎

に
し
て
、
党
に
お
け
る
中
央
・
地
方
の
指
導

関
係
が
重
視
さ
れ
た
中
国
独
自
の
体
制
と
な

っ
た
の
で
あ
る
。
 

初
期
公
社
の
経
済
的
非
効
率
性
等
が
明
ら

か
と
な
っ
て
人
民
公
社
の
改
組
が
行
わ
れ
、

安
定
期
公
社
に
移
行
す
る
と
、
基
本
採
算
単

位
は
生
産
隊
と
さ
れ
、
供
銷
合
作
社
ま
た
は

農
村
信
用
社
も

人
民
公
社
か
ら

分
離
独
立
す
る

こ
と
と
な
っ
た
。

し
か
し
な
が
ら
、

実
態
と
し
て
１

人
民
公
社
に
１

供
銷
合
作
社
お

よ
び
１
農
村
信

用
社
が
配
置
さ

れ
、
党
委
が
供

銷
合
作
社
お
よ

び
農
村
信
用
社

を
含
め
て
指
導

を
行
う
と
い
う

人
民
公
社
制
度

の
基
本
的
枠
組
は
維
持
さ
れ
た
。
 

安
定
期
公
社
の
期
間
に
お
い
て
、
生
産
隊
、

供
銷
合
作
社
お
よ
び
農
村
信
用
社
に
は
相
互

に
優
越
的
な
関
係
は
な
か
っ
た
が
、
相
互
の

経
済
的
関
係
も
希
薄
な
も
の
と
な
っ
て
い
た
。

こ
の
時
期
は
文
革
等
の
政
治
的
動
乱
に
よ
っ

て
、
供
銷
合
作
社
ま
た
は
農
村
信
用
社
の
組

織
運
営
は
混
乱
し
、
全
体
と
し
て
指
導
す
べ

き
党
委
自
体
の
指
導
力
も
低
下
し
て
い
た
。

農
村
合
作
社
制
度
を
改
革
し
、
農
村
経
済
の

回
復
を
図
る
こ
と
は
緊
要
の
課
題
と
さ
れ
て

い
た
の
で
あ
る
。
 

 5
　
改
革
開
放
期
の
 

　
　
農
村
合
作
社
制
度
 

 
改
革
開
放
政
策
の
開
始
と
と
も
に
、
中
国

農
村
で
は
農
業
生
産
請
負
制
が
急
速
に
進
展

し
て
い
く
が
、
そ
う
し
た
中
で
、
供
銷
合
作

社
お
よ
び
農
村
信
用
社
に
つ
い
て
は
、
人
民

公
社
期
に
混
乱
し
て
い
た
業
務
の
正
常
化
が

図
ら
れ
、
同
時
に
制
度
改
革
の
あ
り
方
が
検

討
さ
れ
る
。
 

農
村
合
作
社
制
度
の
改
革
に
つ
い
て
は
、

1
9
8
2
年
1
号
文
件
、
1
9
8
3
年
１
号

文
件
等
で
も
触
れ
ら
れ
て
い
た
が
、
そ
う
し

た
検
討
経
緯
を
踏
ま
え
、
改
革
開
放
期
に
お

け
る
農
村
合
作
社
の
主
要
な
形
態
で
あ
る
社

区
経
済
組
織
、
供
銷
合
作
社
、
農
村
信
用
社

お
よ
び
専
業
合
作
組
織
の
基
本
的
考
え
方
を

整
理
し
て
規
定
し
た
も
の
が
1
9
8
4
年
１

号
文
件
で
あ
っ
た
。
 

同
文
件
で
は
、
社
区
経
済
組
織
は
農
家
請

負
経
営
の
安
定
に
寄
与
す
る
と
と
も
に
農
家

農村信用社 

初級合作社 

販売拠点 
（基層社） 

海淀区供銷合作社 

北京市供銷合作社 

農 民 

自然村・行政村程度の区域 

① 
③ 

④ 

⑤ ⑦ 

⑥ 

⑨ ⑧ 

①③④指導 
②貸付 
⑤結合契約、生産資材供給、農産物販売 
⑥連携 
⑦⑧貸付、貯金 
⑨生活資材供給 

加入 

② 

第2図　農業合作化期の農村合作社制度 
（北京市海淀区西山地区） 

資料：樊弘（1957）『西山農業生産合作社的成長』 
　　　三聯書店等の記述から作成． 

人民銀行北京市分行 

第3図　人民公社組織と信用・供銷、 
党組織との関係 

資料：福島裕（1967）『人民公社』勁草書房p.110等を参考にして作成． 
注．公社内部組織は代表的なものを掲げた． 

県 

郷長 

公社長 

郷人民委員会 

公社管理委員会 

県
商
業
局 

供
銷
部 

信
用
部 

武
装
保
衛
部 

文
教
衛
生
部 

財
政
食
糧
部 

農
業
部 

政
治
工
作
部 

人
民
銀
行
分
行 

生産大隊 

生産隊 

県党委 

郷人民代表大会 

公社社員代表大会 

郷党委 

公社党委 

書記 

党支部 

書記 
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の
農
業
生
産
活
動
の
条
件
等
を
整
備
す
る
公

的
組
織
と
し
て
位
置
付
け
ら
れ
、
供
銷
合
作

社
お
よ
び
農
村
信
用
社
は
組
織
改
革
を
通
じ

て
そ
れ
ぞ
れ
農
家
の
協
同
組
合
と
し
て
農
村

で
の
商
品
流
通
お
よ
び
金
融
を
担
っ
て
い
く

こ
と
が
期
待
さ
れ
、
専
業
合
作
組
織
は
非
地

区
制
の
柔
軟
な
組
織
と
し
て
考
え
ら
れ
て
い

た
。
 

同
文
件
は
、
ま
た
、
特
定
の
合
作
組
織
に

従
前
の
よ
う
な
国
家
権
力
を
背
景
と
し
た
優

越
的
・
指
導
的
地
位
を
与
え
て
お
ら
ず
、
市

場
に
お
け
る
経
済
主
体
と
し
て
は
合
作
組
織

も
農
家
や
他
の
経
済
主
体
と
対
等
の
扱
い
と

し
、
か
つ
て
の
社
会
主
義
計
画
経
済
を
前
提

と
し
た
制
度
的
枠
組
か
ら
市
場
経
済
を
主
体

と
す
る
制
度
的
枠
組
へ
と
合
作
社
制
度
が
移

行
し
た
こ
と
を
確
認
し
た
も
の
と
な
っ
て
い

る
。
 

な
お
、
改
革
開
放
後
、
農
村
に
お
け
る
党

組
織
の
整
理
・
回
復
が
進
め
ら
れ
る
が
、
郷

党
委
は
か
つ
て
の
よ
う
に
農
村
合
作
組
織
の

一
元
的
指
導
は
行
わ
ず
、
党
政
社
分
離
の
方

針
の
下
に
、
思
想
政
治
を
中
心
と
す
る
指
導

業
務
に
重
点
を
置
く
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。
 

こ
の
よ
う
に
、
改
革
開
放
後
は
、
農
家
請

負
経
営
の
普
及
に
よ
る
多
数
の
農
家
経
営
の

存
在
、
農
村
で
の
商
品
生
産
の
発
展
と
い
う

新
た
な
情
勢
に
対
応
し
て
合
作
社
制
度
の
改

革
が
試
み
ら
れ
る
が
、
た
と
え
ば
供
銷
合
作

社
に
つ
い
て
は
農
産
物
流
通
の
自
由
化
と
と

も
に
農
民
の
供
銷
合
作
社
離
れ
が
進
行
す
る

な
ど
、
合
作
社
制
度
の
改
革
は
現
実
に
は
思

う
よ
う
に
進
ま
な
か
っ
た
。
 

こ
の
た
め
、
市
場
化
に
対
応
し
た
農
家
の

共
同
行
為
や
農
家
へ
の
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
適

切
に
行
う
こ
と
が
農
業
生
産
の
発
展
の
た
め

に
は
必
要
と
考
え
ら
れ
る
よ
う
に
な
り
、
農

業
社
会
化
服
務
体
系
の
建
設
の
必
要
性
が
強

調
さ
れ
る
よ
う
に
な
る
。
 

そ
の
中
で
、
ど
の
よ
う
な
組
織
が
農
業
社

会
化
服
務
を
担
う
の
が
適
当
か
と
い
う
議
論

が
合
作
社
制
度
の
あ
り
方
を
含
め
て
盛
ん
に

行
わ
れ
、
日
本
の
農
協
制
度
を
参
考
に
し
て

組
織
の
あ
り
方
を
論
ず
る
も
の
、
供
銷
合
作

社
が
中
心
的
地
位
を
占
め
る
べ
き
だ
と
い
う

も
の
、
多
種
の
組
織
が
発
展
し
て
全
体
と
し

て
農
業
社
会
化
服
務
を
担
う
べ
き
だ
と
い
う

も
の
等
の
多
く
の
主
張
が
な
さ
れ
る
。
た
だ

し
、
農
業
社
会
化
服
務
を
担
う
組
織
の
あ
り

方
は
現
在
で
も
結
論
は
出
さ
れ
て
お
ら
ず
、

ま
た
、
供
銷
合
作
社
お
よ
び
農
村
信
用
社
の

協
同
組
合
化
に
向
け
た
改
革
、
整
備
は
十
分

に
進
展
し
な
か
っ
た
。
 

 6
　
中
国
農
村
合
作
社
制
度
の
 

　
　
今
後
の
課
題
 

 
そ
う
し
た
状
況
の
中
で
、
専
業
合
作
組
織

が
市
場
化
に
対
応
し
た
今
後
の
中
国
農
村
に

お
け
る
新
た
な
合
作
社
組
織
と
し
て
注
目
さ

れ
る
よ
う
に
な
り
、
2
0
0
6
年
10
月
に
農

民
専
業
合
作
社
法
が
制
定
さ
れ
た
。
 

専
業
合
作
社
は
農
家
請
負
制
度
に
基
づ
く

農
家
経
営
を
基
礎
と
し
て
、
主
と
し
て
作
物

の
種
類
ご
と
に
設
立
さ
れ
る
専
門
分
野
の
組

合
で
あ
り
、
供
銷
合
作
社
、
農
村
信
用
社
等

の
支
援
が
期
待
さ
れ
る
一
方
で
信
用
事
業
を

行
う
こ
と
は
で
き
な
い
。
す
な
わ
ち
、
農
民

専
業
合
作
社
法
に
お
い
て
は
、
社
区
経
済
組

織
、
供
銷
合
作
社
お
よ
び
農
村
信
用
社
に
関

す
る
既
存
の
組
織
・
制
度
を
維
持
す
る
こ
と

を
前
提
に
、
必
要
に
応
じ
て
こ
れ
ら
の
組
織

か
ら
の
協
力
を
得
つ
つ
、
農
家
請
負
経
営
を

基
礎
と
し
て
専
門
的
な
組
合
の
普
及
を
図
る

こ
と
が
農
村
合
作
社
組
織
化
の
方
向
と
さ
れ

て
い
る
の
で
あ
る
。
こ
の
こ
と
を
図
示
す
れ

ば
、
第
4
図
の
と
お
り
と
な
る
。
専
業
合
作

社
育
成
の
主
た
る
目
標
は
、
農
村
に
お
い
て

新
規
作
物
や
農
産
物
加
工
事
業
を
導
入
し
、

市
場
経
済
化
へ
の
対
応
を
図
る
こ
と
で
あ
る
。
 

し
か
し
な
が
ら
、
現
状
で
の
専
業
合
作
社

は
自
ら
が
主
体
と
な
っ
て
農
産
物
販
売
等
の

経
済
行
為
を
行
う
こ
と
が
少
な
く
、
一
般
的

に
財
務
・
経
営
基
盤
は
脆
弱
で
あ
る
。
こ
の

た
め
、
今
後
、
経
済
行
為
の
実
施
等
を
通
じ

て
、
自
立
し
た
経
済
主
体
と
し
て
発
展
す
る

こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
 

ま
た
、
専
業
合
作
社
の
組
織
的
発
展
の
た

め
に
は
、
連
合
組
織
の
設
立
も
必
要
と
さ
れ

よ
う
が
、
農
民
専
業
合
作
社
法
で
は
連
合
組

織
の
設
立
は
認
め
ら
れ
て
い
な
い
。
連
合
組

織
の
設
立
は
、
当
該
分
野
の
専
業
合
作
社
の

地
域
的
さ
ら
に
は
全
国
的
な
発
展
や
質
的
向

上
に
寄
与
す
る
も
の
と
考
え
ら
れ
、
こ
れ
を

否
定
す
る
理
由
は
見
当
た
ら
な
い
。
専
業
合

作
社
の
今
後
の
健
全
な
発
展
の
た
め
に
は
、

農
民
専
業
合
作
社
法
を
改
正
し
、
連
合
組
織

に
よ
る
発
展
の
方
向
も
追
求
さ
れ
る
べ
き
も

の
と
考
え
る
。
 

 7
　
お
わ
り
に
 

 
以
上
の
と
お
り
、
本
稿
で
は
中
国
農
村
合

作
社
制
度
を
通
史
的
に
分
析
す
る
こ
と
に
よ

り
、
各
時
期
区
分
に
お
け
る
各
種
合
作
社
の

相
互
関
係
の
変
化
を
明
確
に
す
る
と
と
も
に
、

中
国
農
村
合
作
社
制
度
の
独
自
性
ま
た
は
特

色
を
明
ら
か
に
し
た
。
 

し
か
し
な
が
ら
、
本
稿
で
の
分
析
は
も
と

よ
り
限
ら
れ
た
資
料
、
現
地
調
査
等
を
基
に

し
て
行
っ
た
も
の
で
あ
り
、
一
般
性
の
検
証

等
に
つ
い
て
は
今
後
と
も
継
続
的
な
取
組
が

必
要
と
さ
れ
る
。
 

ま
た
、
農
村
合
作
社
制
度
は
今
後
の
中
国

農
村
の
あ
り
方
を
規
定
す
る
重
要
な
要
素
で

あ
る
の
で
、
今
後
と
も
専
業
合
作
社
の
発
展

状
況
を
は
じ
め
、
そ
の
的
確
な
動
向
の
把
握

に
努
め
て
ま
い
り
た
い
と
考
え
て
い
る
。
 

第4図　中国の農村合作組織の関係（模式図） 
資料：筆者作成． 

専業合作組織 
（特定作物・技術） 

社区経済組織（土地所有） 

支援（行政面） 

連携 
（金融面） 

支援・連携 
（流通面） 

市場経済化への対応 

農村信用社 供銷合作社 
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農
業
・
農
村
領
域
主
任
研
究
官
　
橋 

詰 

　
登 

農
業
集
落
の
変
容
と
地
域
資
源
管
理
 

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
―
2
0
0
5
年
農
村
集
落
調
査
の
分
析
か
ら
―
 

本
稿
の
詳
細
に
つ
い
て
は
、
農
林
水
産
政
策
研
究
第
１４
号
『
日
本
農
業
・
農
村
の
新
た
な
構
造

変
化
―
2
0
0
5
年
農
業
セ
ン
サ
ス
の
分
析
―
」（
平
成
２０
年
7
月
）
を
参
照
さ
れ
た
い
。
 

          １
　
は
じ
め
に
 

 
農
山
村
地
域
に
お
け
る
人
口
減
少
と
少
子

高
齢
化
の
並
進
は
、
農
業
生
産
の
担
い
手
不

足
に
よ
る
生
産
活
動
の
停
滞
や
耕
作
放
棄
地

の
増
加
を
も
た
ら
す
ば
か
り
で
な
く
、
地
域

社
会
の
基
礎
的
単
位
で
あ
る
農
業
集
落
が
持

つ
共
同
機
能
を
弱
体
化
さ
せ
、
定
住
基
盤
や

地
域
資
源
の
荒
廃
を
招
く
要
因
と
な
っ
て
い

る
。
 

こ
れ
ま
で
当
研
究
所
で
は
、
農
業
集
落
の

変
容
プ
ロ
セ
ス
と
農
業
生
産
や
資
源
管
理
活

動
と
の
か
か
わ
り
を
定
量
的
に
分
析
し
、
①

構
成
農
家
数
が
一
桁
と
な
っ
た
農
業
集
落
で

集
落
機
能
の
消
失
が
起
こ
っ
て
お
り
、
農
家

数
が
4
戸
以
下
で
あ
っ
た
集
落
の
約
半
数
は

存
続
し
て
い
な
い
こ
と
、
②
構
成
農
家
数
の

減
少
に
よ
る
農
業
集
落
の
小
規
模
化
が
、
寄

り
合
い
の
停
滞
等
、
集
落
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

機
能
を
低
下
さ
せ
て
い
る
こ
と
、
③
農
業
集

落
の
小
規
模
化
と
そ
れ
に
と
も
な
う
集
落
機

能
の
低
下
は
、
集
落
内
農
地
の
集
団
的
利
用

や
農
道
等
の
農
業
関
連
施
設
の
共
同
管
理
を

後
退
さ
せ
、
結
果
と
し
て
耕
作
放
棄
地
の
増

加
を
招
い
て
い
る
こ
と
等
を
明
ら
か
に
し
て

き
た
　（1）

。
 

2
0
0
0
年
の
農
業
集
落
調
査
以
降
も
農

家
数
の
減
少
は
続
い
て
お
り
、
こ
れ
ら
事
態
の

進
行
は
、
近
年
よ
り
深
刻
化
し
て
い
る
可
能

性
が
高
い
。
本
稿
で
は
、
2
0
0
5
年
農
業

セ
ン
サ
ス
の
付
帯
調
査
と
し
て
実
施
さ
れ
た

農
村
集
落
調
査
の
デ
ー
タ
（
一
部
組
替
集
計

結
果
を
含
む
）
を
用
い
、
農
業
集
落
の
機
能

と
活
動
、
特
に
農
業
関
連
施
設
の
管
理
を
通

じ
た
地
域
資
源
の
保
全
活
動
が
い
か
な
る
実

態
に
あ
り
、
ど
の
よ
う
に
変
化
し
て
い
る
の

か
、
地
域
属
性
を
踏
ま
え
明
ら
か
に
す
る
　（2）

。 

 

2
　
集
落
機
能
の
変
化
 

 
農
業
集
落
の
機
能
を
、
こ
れ
ま
で
の
農
業

集
落
調
査
や
今
回
の
農
村
集
落
調
査
か
ら
定

量
的
に
把
握
し
、
比
較
す
る
こ
と
は
容
易
な

こ
と
で
は
な
い
が
、
そ
の
指
標
の
一
つ
が
集

落
に
お
け
る
「
寄
り
合
い
」
の
開
催
状
況
で

あ
ろ
う
。
農
業
集
落
で
行
わ
れ
て
い
る
道
ぶ

し
ん
等
の
共
同
作
業
は
、
す
べ
て
集
落
内
で

の
話
し
合
い
を
経
て
行
わ
れ
て
い
る
と
考
え

ら
れ
る
か
ら
で
あ
る
。
 

そ
こ
で
、
第
1
表
に
よ
り
過
去
1
年
間
の

寄
り
合
い
開
催
状
況
を
見
る
と
、
開
催
回
数

別
の
農
業
集
落
構
成
（
全
国
）
は
、

2
0
0
0
年
調
査
に
比
べ
「
3
〜
6
回
」
の

農
業
集
落
割
合
が
や
や
低
下
し
て
い
る
程
度

で
あ
り
、
大
き
な
変
化
は
な
い
。
し
か
し
、

農
業
地
域
類
型
別
に
見
る
と
、
若
干
の
違
い

が
窺
え
る
。
平
地
農
業
地
域
は
山
間
農
業
地

域
に
比
べ
、
総
じ
て
寄
り
合
い
を
頻
繁
に
開

催
し
て
い
る
集
落
が
多
い
が
、
こ
こ
5
年
間

の
動
き
を
見
る
と
「
13
回
以
上
」
の
集
落
割

合
が
1
・
4
ポ
イ
ン
ト
低
下
し
、
逆
に
「
0

〜
2
回
」
で
0
・
8
ポ
イ
ン
ト
上
昇
す
る
な

ど
、
寄
り
合
い
回
数
を
減
ら
し
た
農
業
集
落

が
出
現
し
て
い
る
様
子
が
窺
え
る
。
集
落
平

均
の
開
催
回
数
も
9
・
3
回
か
ら
9
・
0
回

に
減
少
し
て
い
る
。
 

一
方
、
山
間
農
業
地
域
で
は
、
平
地
農
業

地
域
と
は
対
照
的
に
寄
り
合
い
回
数
の
少
な

い
区
分
の
集
落
割
合
が
低
下
し
、「
13
回
以

上
」
の
割
合
が
16
・
6
%
か
ら
17
・
9
%
に

上
昇
し
て
お
り
、
集
落
平
均
の
寄
り
合
い
開

催
回
数
も
僅
か
だ
が
増
え
て
い
る
。
寄
り
合

い
の
主
な
議
題
を
見
て
も
、
山
間
農
業
地
域

で
は
、
農
業
生
産
に
か
か
わ
る
議
題
に
加
え
、

地
域
資
源
の
維
持
管
理
に
か
か
わ
る
「
農
道
・

農
業
用
用
排
水
路
の
管
理
」、「
集
落
共
有
財

産
・
集
落
共
有
林
の
管
理
」、「
環
境
美
化
・

自
然
環
境
の
保
全
」
の
各
議
題
で
寄
り
合
い

を
開
催
し
た
集
落
割
合
が
高
ま
っ
て
い
る
こ

と
が
わ
か
る
　（3）

。
 

そ
こ
で
、
山
間
農
業
地
域
の
農
業
集
落
を

構
成
農
家
数
に
よ
り
区
分
し
、
年
間
13
回
以

上
寄
り
合
い
を
開
催
し
た
集
落
割
合
と
、「
農

道
・
農
業
用
用
排
水
路
の
管
理
」
を
議
題
に

寄
り
合
い
を
開
催
し
た
集
落
割
合
を

2
0
0
0
年
時
と
比
較
す
る
と
（
第
1
図
）
、

13
回
以
上
寄
り
合
い
を
開
催
し
た
集
落
割
合

は
、
農
家
数
が
20
戸
以
上
の
各
区
分
で
高
ま

っ
て
お
り
、
特
に
「
40
戸
以
上
」
で
24
・

6
%
か
ら
30
・
3
%
へ
と
6
ポ
イ
ン
ト
近
く

上
昇
し
て
い
る
。
こ
れ
に
対
し
、「
農
道
・



No.29 19

（単位：％） 

0～2回 3～6 7～12
13 回 
以 上 

2000年 100.0 

100.0 

 

100.0 

100.0 

 

100.0 

100.0

100.0 

100.0 

 

100.0 

100.0 

 

100.0 

100.0

12.1 

12.5 

 

8.6 

9.4 

 

14.3 

13.5

37.0 

35.6 

 

36.0 

36.4 

 

38.2 

36.7

30.8 

31.3 

 

32.9 

33.1 

 

30.8 

31.9

20.1 

20.6 

 

22.5 

21.1 

 

16.6 

17.9

8.7 

8.7 

 

9.3 

9.0 

 

8.1 

8.3

69.2 

74.2 

 

78.9 

78.6 

 

62.4 

71.6

74.4 

77.4 

 

77.2 

79.1 

 

69.3 

75.6

33.5 

31.7 

 

36.7 

29.0 

 

35.1 

39.6

72.8 

74.2 

 

71.3 

73.6 

 

73.8 

77.6

88.3 

89.6 

 

88.0 

89.1 

 

90.7 

91.7

74.5 

75.3 

 

73.4 

73.9 

 

75.6 

78.1

2005年 

増　減 

2000年 

2005年 

増　減 

2000年 

2005年 

増　減 

資料：2005年農村集落調査結果および2000年農業集落調査の組替集計． 
注．時系列比較のため2000年の値も全域が市街化区域である農業集落を除いた． 

1集落 
当たり 
平　均 
寄り合 
い回数 
（回） 

寄り合 
いを開 
催した 
農　業 
集落数 

主な寄り合いの議題別開催農業集落数割合 

農業生 
産関連 
（基盤整 
備・水 
田転作） 

農道・ 
農業用 
用排水 
路 （含. 
ため池） 
の管理 

山 間 
農 業 
地 域 

全 　国 

第１表　農業集落の寄り合い開催状況 

平 地 
農 業 
地 域 

集落共 
有財産 
・集落 
共有林 
の管理 

集落共 
用の生 
活関連 
施設の 
管　理 

集　落 
行事の 
計画・ 
開　催 

環境美 
化・自 
然環境 
の保全 

調査対 
象農業 
集落数 

過去１年間に開催された寄り 
合いの回数別農業集落数割合 

第１図　山間農業地域における農業集落の寄り合い開催状況 
資料：2000年農業集落調査および2005年農村集落調査の組替集計． 
注．時系列比較のため2000年の値も全域が市街化区域である農業集落を除いた． 

12.9

17.5 17.8
20.0

24.6

13.4

17.6

21.5
23.0

30.3

54.8

71.2

77.2
78.8

83.5

62.9

77.6

82.8
81.3

84.9

45.0

50.0

55.0

60.0

65.0

70.0

75.0

80.0

85.0

90.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0
（％） 

2000年 

（％） 

年間13回以上 
寄り合いを開催 
2005年 

2000年 

40.00.0
9戸以下 10～19 20～29 30～39 40戸以上 

農道・用排水路の 
維持・管理を議題 
に寄り合いを開催 

2005年 

▲ 0.8 ▲ 1.5 1.1 1.3 0.2 9.2 6.2 4.5 3.8 0.9 2.5

0.8 

 

0.4 

 

0.2 

 

▲ 1.4 

 

▲ 0.3 

 

▲ 0.3 

 

1.8 

 

▲ 7.7 

 

2.3 

 

1.1 0.4 

 

0.3 ▲ 1.4 

 

0.6 

 

0.5 0.0 

 

5.0 

 

3.0 

 

▲ 1.8 

 

1.4 

 

1.2 

 

0.8 
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農
業
用
用
排
水
路
の
管
理
」
を
議
題
と
し
て

寄
り
合
い
を
開
催
し
た
集
落
割
合
は
、
む
し

ろ
小
規
模
な
集
落
ほ
ど
上
昇
度
合
い
が
大
き

く
、「
9
戸
以
下
」
お
よ
び
「
10
〜
19
戸
」

の
集
落
で
は
5
年
前
に
比
べ
7
ポ
イ
ン
ト
前

後
上
昇
し
て
い
る
。
 

こ
れ
ら
の
結
果
か
ら
、
山
間
農
業
地
域
で

は
、
2
0
0
0
年
度
か
ら
開
始
さ
れ
た
「
中

山
間
地
域
等
直
接
支
払
制
度
」
を
契
機
と
し

て
、
規
模
の
大
き
な
農
業
集
落
で
は
寄
り
合

い
の
開
催
頻
度
の
増
加
に
よ
っ
て
、
小
規
模

な
農
業
集
落
で
は
寄
り
合
い
の
中
身
の
充
実

に
よ
っ
て
、
そ
れ
ぞ
れ
農
業
生
産
や
地
域
資

源
の
管
理
を
話
題
に
話
し
合
う
機
会
が
増
え

た
と
推
察
さ
れ
る
。
 

 3
　
地
域
活
性
化
に
向
け
た
 

　
　
集
落
活
動
の
動
向
 

 
ま
た
こ
の
こ
と
は
、
住
民
主
体
で
実
施
さ

れ
て
い
る
農
業
集
落
の
活
性
化
の
た
め
の
活

動
状
況
か
ら
も
窺
う
こ
と
が
で
き
る
（
第
2

表
）。
10
年
前
と
現
在
の
活
動
状
況
の
違
い
を

地
域
類
型
別
に
見
る
と
、「
高
齢
者
へ
の
福

祉
活
動
」
に
取
り
組
む
集
落
割
合
の
上
昇
度

合
い
が
平
地
農
業
地
域
で
高
い
の
に
対
し
、

「
景
観
保
全
・
景
観
形
成
活
動
」
は
山
間
農

業
地
域
で
の
上
昇
が
目
立
つ
と
と
も
に
、
取

り
組
ん
で
い
る
集
落
割
合
自
体
も
高
い
。
 

そ
こ
で
山
間
農
業
地
域
に
つ
い
て
、
構
成

農
家
数
別
に
「
伝
統
文
化
・
芸
能
の
保
存
」

と
「
景
観
保
全
・
景
観
形
成
活
動
」
の
実
施

状
況
を
見
る
と
（
第
2
図
）
、
両
活
動
と
も
に

構
成
農
家
が
30
戸
を
下
回
る
と
実
施
集
落
割

合
が
急
激
に
低
下
し
、「
9
戸
以
下
」
が
最

も
低
い
実
施
割
合
に
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、

10
年
前
の
実
施
状
況
と
比
較
す
る
と
、「
伝

統
文
化
・
芸
能
の
保
存
」
へ
の
取
組
は
構
成

農
家
数
が
少
な
い
集
落
ほ
ど
実
施
集
落
割
合

の
低
下
度
合
い
が
大
き
く
、「
景
観
保
全
・

景
観
形
成
活
動
」
で
は
構
成
農
家
数
が
大
き

い
集
落
ほ
ど
実
施
割
合
の
上
昇
度
合
い
が
大

き
い
。
 

今
回
の
農
村
集
落
調
査
で
は
、
そ
れ
ぞ
れ

の
活
動
の
内
容
（
実
施
回
数
や
実
施
規
模
な

ど
）
が
10
年
間
で
変
化
し
て
い
る
か
ど
う
か

ま
で
は
調
査
さ
れ
て
お
ら
ず
、
活
動
の
質
の

変
化
を
確
認
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
が
、
活

性
化
の
た
め
の
こ
れ
ら
活
動
に
取
り
組
む
農

業
集
落
の
多
く
で
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
活
動
が

継
続
さ
れ
て
い
る
と
見
て
よ
い
だ
ろ
う
。
し

か
し
、
山
間
農
業
地
域
の
小
規
模
集
落
や
長

い
間
転
入
者
が
な
い
集
落
で
は
、
僅
か
ず
つ

で
は
あ
る
が
祭
り
や
伝
統
芸
能
等
の
継
承
が

困
難
に
な
っ
て
い
る
集
落
が
現
れ
て
い
る
こ

と
も
確
認
で
き
る
。
過
去
5
年
間
に
転
入
者

が
な
い
集
落
は
全
体
の
4
割
強
存
在
し
、
山

間
農
業
地
域
で
は
6
割
近
く
を
占
め
て
い
る
。

（単位：％） 

現　在 
実　施 

10年前 
との差 

現　在 
実　施 

10年前 
との差 

現　在 
実　施 

10年前 
との差 

現　在 
実　施 

10年前 
との差 

現　在 
実　施 

10年前 
との差 

77.9 

79.0 

76.4 

77.9 

81.0

▲ 1.7 

▲ 1.3 

▲ 2.1 

▲ 2.5 

▲ 1.6

29.0 

31.0 

26.3 

28.9 

30.0

▲ 1.6 

▲ 1.5 

▲ 1.8 

▲ 1.5 

▲ 2.3

49.2 

53.2 

43.9 

49.3 

46.7

▲ 1.1 

▲ 0.9 

▲ 1.3 

▲ 0.8 

▲ 1.2

34.9 

37.9 

30.9 

36.5 

32.1

3.1 

3.8 

2.1 

4.2 

2.5

58.1 

59.7 

56.0 

57.7 

63.1

3.9 

4.0 

3.8 

3.3 

4.6

集落への転入者あり 

集落への転入者なし 

資料：2005年農村集落調査の組替集計． 

山間農業地域 

計 

第2表　活性化のための諸活動を実施している農業集落割合 

平地農業地域 

祭りの開催 伝統文化・ 
芸能の保存 

各種イベント 
の開催 

高齢者等への 
福祉活動 

景観保全・ 
景観形成活動 

31.4

36.9

51.1
48.7

34.2

49.6 48.7

53.7

58.9
60.9

66.9
65.5

56.8

62.9

66.8

74.8 75.6

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

10年前 
現在 

10年前 
現在 

景観保全・景観形成活動 

24.3

21.4

29.2

10.0

20.0

9 戸以下 10 ～ 19 20 ～ 29 30 ～ 39 40戸以上 

農業集落の構成農家数 

第2図　山間農業地域における集落活動の動向 

伝統文化・芸能の保存 

資料：2005年農村集落調査の組替集計． 

活
動
実
施
農
業
集
落
割
合
（
%
） 
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中
山
間
地
域
等
直
接
支
払
制
度
に
よ
っ
て
、

景
観
保
全
・
景
観
形
成
活
動
等
が
活
発
化
し

て
い
る
様
子
も
窺
え
た
が
、
農
業
集
落
の
小

規
模
化
に
歯
止
め
を
か
け
な
い
か
ぎ
り
、
今

後
と
も
こ
れ
ら
活
動
が
継
続
さ
れ
て
い
く
保

証
は
な
い
の
で
あ
る
。
 

 4
　
地
域
資
源
管
理
の
 

　
　
現
状
と
動
向
 

 （1）
農
業
関
連
施
設
の
管
理
主
体
 

ま
ず
始
め
に
、
各
施
設
が
存
在
す
る
農
業

集
落
を
対
象
に
、
管
理
主
体
別
の
農
業
集
落

割
合
を
見
る
と
（
第
3
表
）
、
農
道
で
は
「
農

業
集
落
」
が
約
5
割
、「
農
業
集
落
以
外
の

組
織
」
が
約
1
割
、「
農
家
等
に
よ
る
個
別

管
理
」
が
約
3
割
と
い
う
構
成
に
な
る
。
地

域
類
型
別
に
見
る
と
、
平
地
農
業
地
域
で
は

「
農
業
集
落
」
が
管
理
主
体
と
な
っ
て
い
る

も
の
が
半
分
に
満
た
な
い
が
、
農
業
集
落
以

外
の
組
織
が
管
理
主
体
と
な
っ
て
い
る
も
の

が
14
%
あ
り
、
こ
れ
ら
を
加
え
る
と
6
割
を

超
え
る
。
 

一
方
、
山
間
農
業
地
域
で
は
「
農
業
集
落
」

が
管
理
主
体
と
な
っ
て
い
る
割
合
が
54
・

8
%
を
占
め
る
。
ま
と
ま
っ
た
農
地
が
少
な

い
地
形
条
件
下
に
あ
る
中
山
間
地
域
で
は
、

土
地
改
良
区
等
の
資
源
管
理
組
織
が
存
在
し

な
い
と
こ
ろ
も
少
な
く
な
く
、
そ
の
分
、
農

業
集
落
に
管
理
を
依
存
せ
ざ
る
を
え
な
い
状

況
を
反
映
し
て
い
る
と
解
さ
れ
る
。
 

さ
ら
に
、
用
排
水
路
に
つ
い
て
見
る
と
、

約
6
割
が
「
農
業
集
落
」、
約
2
割
が
「
農

業
集
落
以
外
の
組
織
」
で
管
理
さ
れ
て
お
り
、

「
農
家
等
に
よ
る
個
別
管
理
」
は
2
割
弱
に

過
ぎ
な
い
。
農
道
と
は
異
な
り
、
山
間
農
業

地
域
の
方
が
「
農
業
集
落
」
が
管
理
主
体
と

な
っ
て
い
る
割
合
が
低
く
、
逆
に
「
農
家
等

に
よ
る
個
別
管
理
」
や
「
管
理
し
て
い
な
い
」

割
合
が
平
地
農
業
地
域
に
比
べ
高
い
。
 

と
こ
ろ
で
、
2
0
0
0
年
農
業
集
落
調
査

の
分
析
で
は
、
構
成
農
家
が
少
な
い
小
規
模

農
業
集
落
ほ
ど
農
道
や
用
排
水
路
を
集
落
で

管
理
す
る
割
合
が
低
下
す
る
傾
向
に
あ
る
こ

と
が
確
認
さ
れ
た
。
そ
こ
で
、
農
業
集
落
の

小
規
模
化
の
動
き
が
顕
著
に
見
ら
れ
る
山
間

農
業
地
域
に
つ
い
て
、
今
回
の
調
査
結
果
を

見
る
と
（
図
表
省
略
）、
農
道
、
用
排
水
路

の
管
理
と
も
に
、
そ
の
傾
向
が
よ
り
強
ま
っ

て
い
る
こ
と
が
確
認
さ
れ
る
。
加
え
て
、
集

落
以
外
の
組
織
が
管
理
す
る
割
合
も
構
成
農

家
数
が
少
な
い
集
落
ほ
ど
低
く
な
っ
て
お
り
、

特
に
用
排
水
路
で
そ
の
差
は
大
き
い
。
 

し
た
が
っ
て
、
小
規
模
農
業
集
落
で
は
両

施
設
と
も
に
農
家
等
に
よ
る
個
別
管
理
の
割

合
が
高
く
、
構
成
農
家
が
「
9
戸
以
下
」
の

集
落
で
は
農
道
で
約
4
割
、
用
排
水
路
で
約

3
割
の
集
落
が
個
別
管
理
と
な
っ
て
お
り
、

管
理
す
ら
さ
れ
て
い
な
い
集
落
も
そ
れ
ぞ
れ

1
割
弱
存
在
す
る
。
集
落
に
お
け
る
構
成
農

家
数
の
減
少
は
、
こ
れ
ら
施
設
の
管
理
を
組

織
的
に
対
応
す
る
こ
と
を
困
難
と
し
、
個
々

の
農
家
へ
の
負
担
を
強
め
て
い
る
の
で
あ
る
。
 

（単位：％） 

〈参考〉 
 

農　業 
集落で 
管　理 
 

（2000年） 

100.0 

100.0 

100.0 

100.0 

100.0 

100.0

62.3 

63.0 

61.1 

79.4 

84.1 

72.3

51.9 

49.0 

54.8 

60.5 

63.0 

58.6

46.6 

44.0 

50.4 

51.8 

54.6 

50.7

5.3 

5.0 

4.4 

8.6 

8.4 

7.9

10.4 

14.0 

6.2 

19.0 

21.2 

13.7

0.8 

0.6 

0.7 

10.6 

9.8 

8.9

5.0 

7.5 

2.2 

6.6 

10.1 

2.8

4.6 

5.9 

3.4 

1.8 

1.3 

2.0

30.8 

30.8 

32.8 

16.9 

13.3 

23.6

6.9 

6.2 

6.2 

3.7 

2.6 

4.0

65.2 

62.0 

66.1 

78.4 

79.6 

74.8

平地 

山間 

平地 

山間 

資料：2005年農村集落調査および2000年農業集落調査． 
注．時系列比較のため2000年の値も全域が市街化区域である農業集落を除いた． 
　　なお，〈参考〉として示した2000年の「農業用用排水路」は「ため池」を含んでいる． 

第3表　農業関連施設の管理主体 

土　地 
改良区 

小  計 

管　理 
し　て 
いない 

農家等 
による 
個　別 
管　理 
（数戸の 
共　同 
を含む） 

農業集落等の組織で管理 

市町村 
・ 

その他 

農業集落以外の組織 

水  利 
組  合 

複数の 
農　業 
集　落 

全　国 

計 

農 業 集 落 

小  計 

全　国 

農　道 

農業用 
用　排 
水　路 

当該施 
設があ 
る農業 
集落数 当  該 

農業集 
落のみ 
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（2）
農
業
関
連
施
設
の
管
理
状
況
 

つ
ぎ
に
、
農
業
集
落
ま
た
は
水
利
組
合
で

農
道
お
よ
び
用
排
水
路
を
管
理
し
て
い
る
集

落
に
つ
い
て
、
そ
の
具
体
的
な
管
理
状
況
を

見
る
と
、
興
味
あ
る
結
果
が
散
見
さ
れ
る
（
第

4
表
）。 

第
１
は
、
共
同
作
業
へ
の
出
役
義
務
を
「
土

地
持
ち
非
農
家
」
に
課
し
て
い
る
農
業
集
落

が
全
体
で
も
5
割
程
度
で
あ
り
、「
非
農
家
」

に
ま
で
義
務
を
課
し
て
い
る
集
落
割
合
と
の

差
が
10
ポ
イ
ン
ト
ほ
ど
し
か
な
い
こ
と
で
あ

る
。
特
に
、
山
間
農
業
地
域
に
お
い
て
は
、

用
排
水
路
の
管
理
に
お
い
て
土
地
持
ち
非
農

家
に
出
役
義
務
を
課
し
て
い
る
集
落
割
合
が

44
・
5
%
と
低
く
、
か
つ
、
出
不
足
金
を
徴

収
し
て
い
る
集
落
も
３
分
の
１
強
と
少
な
い
。

農
業
か
ら
リ
タ
イ
ア
し
た
跡
継
ぎ
不
在
の
高

齢
者
世
帯
が
増
加
し
て
い
る
同
地
域
で
は
、

労
働
強
度
の
大
き
い
こ
れ
ら
共
同
作
業
に
従

事
で
き
な
く
な
っ
た
農
地
所
有
者
が
出
現
し

て
い
る
と
も
推
察
さ
れ
る
が
、
こ
の
点
は
さ

ら
に
詳
細
な
分
析
を
行
う
必
要
が
あ
ろ
う
。
 

第
２
は
、
こ
れ
ら
共
同
作
業
に
係
る
費
用

や
資
材
の
助
成
を
受
け
て
い
る
集
落
割
合
は
、

農
道
の
管
理
で
も
4
割
程
度
に
過
ぎ
ず
、
用

排
水
路
で
は
約
３
分
の
２
の
集
落
が
ど
こ
か

ら
も
支
援
を
受
け
て
い
な
い
こ
と
で
あ
る
。

ま
た
、
助
成
を
受
け
て
い
る
集
落
割
合
に
地

域
類
型
間
の
大
き
な
差
違
は
な
い
が
、
助
成

し
て
い
る
機
関
を
見
る
と
、「
市
町
村
」
を

除
い
て
、
平
地
農
業
地
域
で
は
「
土
地
改
良

区
」
、
山
間
農
業
地
域
で
は
「
協
定
集
落
」

（単位：％） 

農　家 
土地持ち 
非農家 

非農家 
水 利 
組 合 

協 定 
集 落 

土　地 
改良区 

市町村 

100.0 

100.0 

100.0 

100.0 

100.0 

100.0

98.8 

97.9 

99.3 

99.0 

98.6 

99.4

55.1 

53.7 

55.6 

48.8 

51.9 

44.5

43.4 

41.1 

45.2 

36.5 

39.7 

34.2

平 地 

山 間 

平 地 

山 間 

資料：2005年農村集落調査． 
注．農業集落等には，管理主体が「水利組合」のものを含む． 

助　成 
措　置 
がある 

共同作業への出役義務（MA） 

第4表　農業集落等による農業関連施設の管理状況 

農　道 

農業集落 
等で管理 
している 
集 落 数 

出不足 
金を徴 
収して 
い　る 

農業用 
用　排 
水　路 

全　　国 

全　　国 40.2 

40.5 

33.7 

42.4 

43.7 

35.6

40.8 

41.6 

42.5 

33.9 

35.2 

33.3

0.6 

0.5 

0.5 

3.4 

4.0 

2.2

11.6 

5.1 

21.8 

8.5 

3.7 

17.4

4.0 

7.6 

1.0 

8.5 

15.0 

2.8

22.9 

26.6 

17.7 

11.4 

10.5 

9.2

増 加 減 少 増 加 減 少 

3.6 

3.4 

3.6 

3.6 

3.6 

3.4

29.3 

31.0 

22.6 

31.0 

32.4 

22.5

3.6 

3.5 

3.8 

3.5 

3.5 

3.7

12.9 

11.9 

13.7 

12.5 

12.5 

12.6

2.3 

2.2 

2.8 

1.6 

1.3 

2.5

5.1 

5.7 

4.7 

4.2 

3.9 

4.4

3.2 

4.1 

2.0 

3.3 

4.0 

1.7

19.4 

17.4 

23.9 

18.5 

16.0 

23.7

資料：2005年農村集落調査． 

１ 回 
当たりの 
作業時間 
（時間） 

１人当た 
りの年間 
作業時間 
（時間） 

作業延べ 
回　　数 
（回） 

第5表　共同作業の作業量等 

１農業集落当たりの作業実施状況 

作業回数 作業人数 

５年前と比べ作業量が変化し 
た農業集落数割合（％） 

１ 回 
当たりの 
参加人数 
（人） 

平 地 

山 間 

平 地 

山 間 

農　道 

農業用 
用　排 
水　路 

全　　国 

全　　国 



No.29 23

の
割
合
が
比
較
的
高
い
。「
協
定
集
落
」
と

は
2
0
0
0
年
度
か
ら
始
ま
っ
た
中
山
間
地

域
等
直
接
支
払
制
度
に
基
づ
く
集
落
協
定
の

こ
と
で
あ
る
が
、
土
地
改
良
区
や
市
町
村
か

ら
の
助
成
が
少
な
い
中
山
間
地
域
、
特
に
山

間
農
業
地
域
で
は
、
こ
の
制
度
か
ら
の
助
成

を
加
え
て
や
っ
と
平
場
並
み
の
助
成
水
準
に

あ
る
と
言
え
る
。
 

 
（3）
共
同
作
業
の
作
業
量
 

で
は
、
こ
れ
ら
農
業
関
連
施
設
の
共
同
作

業
に
年
間
ど
れ
だ
け
の
労
力
が
費
や
さ
れ
て

い
る
の
だ
ろ
う
か
。
第
5
表
は
、
農
道
と
用

排
水
路
別
に
1
年
間
の
作
業
量
と
5
年
前
か

ら
の
変
化
を
整
理
し
た
も
の
で
あ
る
が
、
両

施
設
と
も
に
半
日
程
度
の
作
業
が
年
間
3
〜

4
回
実
施
さ
れ
て
お
り
、「
作
業
延
べ
回
数
」

と
「
1
回
当
た
り
の
作
業
時
間
」
に
関
し
て

は
地
域
類
型
間
の
違
い
は
さ
ほ
ど
見
ら
れ
な

い
。
両
地
域
で
異
な
る
の
は
「
1
回
当
た
り

の
参
加
人
数
」
で
あ
り
、
小
規
模
な
農
業
集

落
が
多
い
山
間
農
業
地
域
で
は
平
地
農
業
地

域
に
比
べ
用
排
水
路
の
共
同
作
業
で
10
人
程

少
な
い
。
ま
た
、「
1
人
当
た
り
の
年
間
作

業
時
間
」
も
山
間
農
業
地
域
の
方
が
や
や
多

く
、
農
道
と
用
排
水
路
を
合
わ
せ
れ
ば
年
間

26
時
間
（
3
日
以
上
）
を
地
域
資
源
の
管
理

に
費
や
し
て
い
る
計
算
と
な
る
。
 

さ
ら
に
、
こ
れ
ら
共
同
作
業
が
質
的
に
変

化
し
て
い
る
か
ど
う
か
を
、
5
年
前
の
作
業

量
と
の
比
較
か
ら
見
る
と
、
作
業
回
数
が
減

少
し
た
農
業
集
落
は
1
割
に
も
満
た
ず
、
多

く
の
農
業
集
落
で
作
業
実
施
回
数
に
大
き
な

変
化
は
な
い
。
一
方
、
参
加
人
数
に
つ
い
て

見
る
と
、
減
少
し
た
農
業
集
落
が
2
割
近
く

存
在
し
、
特
に
山
間
農
業
地
域
で
こ
の
割
合

が
高
い
。
共
同
作
業
へ
の
参
加
人
数
が
減
少

し
て
い
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
作
業
回
数
に

変
化
が
な
い
状
況
は
、
必
然
的
に
１
人
当
た

り
の
作
業
量
が
増
加
し
て
い
る
こ
と
を
意
味

し
て
お
り
、
今
後
農
家
数
の
減
少
が
一
段
と

進
む
こ
と
を
考
え
れ
ば
、
数
少
な
い
農
家
に

よ
り
一
層
の
負
担
が
か
か
っ
て
く
る
こ
と
を

予
想
さ
せ
る
も
の
で
あ
る
。
 

 5
　
お
わ
り
に
 

 
2
0
0
5
年
農
林
業
セ
ン
サ
ス
の
農
村
集

落
調
査
の
分
析
か
ら
、
地
域
資
源
の
保
全
・

管
理
を
中
心
に
、
農
業
集
落
の
機
能
や
共
同

活
動
の
現
状
お
よ
び
動
向
を
見
て
き
た
。
農

業
集
落
の
小
規
模
化
が
進
行
す
る
中
で
、
集

落
機
能
の
低
下
が
懸
念
さ
れ
て
い
た
が
、
寄

り
合
い
の
開
催
状
況
（
開
催
回
数
や
議
題
）

に
は
大
き
な
変
化
は
な
く
、
む
し
ろ
山
間
農

業
地
域
で
は
、
規
模
の
大
き
な
農
集
落
で
は

寄
り
合
い
の
開
催
頻
度
の
増
加
が
、
小
規
模

な
集
落
で
は
寄
り
合
い
の
中
身
の
充
実
が
窺

え
た
。
同
地
域
で
は
、
景
観
保
全
や
景
観
形

成
活
動
に
取
り
組
む
集
落
割
合
も
高
ま
っ
て

お
り
、
2
0
0
0
年
度
か
ら
開
始
さ
れ
た
「
中

山
間
地
域
等
直
接
支
払
制
度
」
の
効
果
と
推

測
さ
れ
た
。
 

し
か
し
、
依
然
と
し
て
構
成
農
家
数
が
少

な
い
農
業
集
落
ほ
ど
寄
り
合
い
の
開
催
回
数

が
少
な
く
、
各
種
活
動
へ
の
取
り
組
み
の
割

合
も
低
い
こ
と
に
変
わ
り
は
な
く
、
構
成
農

家
が
9
戸
以
下
の
農
業
集
落
に
お
い
て
は
、

他
の
集
落
と
の
顕
著
な
活
動
状
況
の
違
い
が

あ
っ
た
。
農
業
集
落
の
小
規
模
化
は
、
確
実

に
集
落
機
能
の
低
下
を
促
進
し
、
集
落
の
共

同
活
動
の
困
難
化
へ
と
結
び
つ
い
て
い
る
の

で
あ
る
。
 

こ
の
よ
う
な
状
況
の
中
、
農
道
を
有
す
る

集
落
の
約
5
割
、
用
排
水
路
を
有
す
る
集
落

の
約
6
割
が
集
落
の
共
同
作
業
に
よ
っ
て
こ

れ
ら
施
設
を
維
持
・
管
理
し
て
お
り
、
両
者

の
管
理
作
業
を
合
わ
せ
る
と
、
1
人
当
た
り

年
3
日
以
上
の
出
役
と
な
っ
て
い
る
。
し
か

し
、
共
同
作
業
に
参
加
す
る
人
数
が
減
少
し

た
集
落
が
2
割
近
く
存
在
す
る
の
に
対
し
、

作
業
回
数
が
減
少
し
た
集
落
は
ご
く
僅
か
し

か
な
く
、
残
さ
れ
た
農
家
へ
の
負
担
が
よ
り

一
層
大
き
く
な
っ
て
い
る
様
子
が
窺
え
た
。
 

「
中
山
間
地
域
等
直
接
支
払
制
度
」
に
よ

る
集
落
協
定
に
基
づ
き
直
接
的
に
共
同
作
業

へ
の
助
成
を
受
け
て
い
る
集
落
が
山
間
農
業

地
域
で
も
僅
か
2
割
程
度
に
過
ぎ
な
い
こ
と

を
鑑
み
れ
ば
、
2
0
0
7
年
度
か
ら
新
た
に

実
施
さ
れ
た
「
農
地
・
水
・
環
境
保
全
向
上

対
策
」
を
活
用
し
、
土
地
持
ち
非
農
家
は
も

と
よ
り
、
農
地
を
所
有
し
な
い
非
農
家
世
帯

を
も
取
り
込
ん
だ
共
同
作
業
の
体
系
を
構
築

し
て
い
く
こ
と
が
、
今
後
の
大
き
な
課
題
と

な
ろ
う
。
 

 

注
（1）
橋
詰
登
（
2
0
0
6
）「
農
業
集
落
の
変
容
が
農
村

地
域
社
会
に
及
ぼ
す
影
響
ー
1
9
9
0
ー

2
0
0
0

年
農
業
集
落
調
査
の
構
造
動
態
分
析
ー
」、『
行
政

対
応
特
別
研
究
〔
農
村
集
落
〕
研
究
資
料
第
1
号
』、

農
林
水
産
政
策
研
究
所
を
参
照
。
 

　
（2）
2
0
0
0
年
農
業
集
落
調
査
と
今
回
セ
ン
サ
ス
に

お
け
る
農
村
集
落
調
査
は
、
①
2
0
0
0
年
ま
で

調
査
対
象
外
で
あ
っ
た
「
農
家
点
在
地
」
が
含
ま

れ
て
い
る
こ
と
、
②
集
落
の
全
域
が
市
街
化
区
域

で
あ
る
農
業
集
落
が
除
外
さ
れ
て
い
る
こ
と
、
③

新
潟
中
越
地
震
の
被
災
地
集
落
が
含
ま
れ
て
い
な

い
こ
と
に
加
え
、
農
業
集
落
と
農
家
点
在
地
と
の

判
別
基
準
と
な
る
「
集
落
機
能
」
の
解
釈
が
変
更

さ
れ
て
い
る
た
め
、
厳
密
な
接
続
は
不
可
能
で
あ

る
。
し
た
が
っ
て
、
本
稿
で
は
時
系
列
的
な
設
問

が
な
さ
れ
て
い
る
調
査
項
目
や
組
替
集
計
結
果
等

を
用
い
た
農
村
集
落
調
査
単
体
で
の
分
析
が
中
心

と
な
る
。
た
だ
し
、
こ
れ
ま
で
の
農
業
集
落
調
査

と
継
続
し
て
い
る
調
査
項
目
に
つ
い
て
は
、
平
地

農
業
地
域
と
山
間
農
業
地
域
で
の
集
落
変
化
の
違

い
等
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
を
主
眼
に
、
地
域
属

性
間
の
比
較
に
前
述
の
①
〜
③
に
対
応
す
る
処
理

を
施
し
た
2
0
0
0
年
農
業
集
落
調
査
の
抽
出
結

果
を
用
い
検
討
し
た
。
 

　
（3）
寄
り
合
い
の
議
題
に
つ
い
て
は
、
2
0
0
0
年
農

業
集
落
調
査
と
2
0
0
5
年
農
村
集
落
調
査
で
設

問
が
微
妙
に
異
な
る
。
特
に
、「
農
業
生
産
関
連
」

の
項
目
に
つ
い
て
は
、
今
回
調
査
で
は
一
括
設
問

さ
れ
て
い
る
が
、
2
0
0
0
年
調
査
で
は
「
基
盤

整
備
の
実
施
」、「
永
田
転
作
の
実
施
」
の
二
つ
だ

け
が
設
問
さ
れ
て
お
り
（
本
分
析
で
は
、
い
ず
れ

か
を
議
題
と
し
て
取
り
上
げ
た
集
落
を
「
農
業
生

産
関
連
」
と
し
て
い
る
）、
こ
れ
ら
以
外
の
農
業
生

産
に
関
す
る
話
し
合
い
が
行
わ
れ
て
い
る
集
落
が

あ
っ
た
と
し
て
も
こ
こ
に
は
含
ま
れ
て
い
な
い
。

し
た
が
っ
て
、
本
項
目
に
つ
い
て
は
、
今
回
調
査

の
方
が
若
干
高
め
の
集
落
割
合
と
な
っ
て
い
る
。
 

 



「現場力」と 
「現場主義」 
～人造りの重要性～ 

大臣官房政策課 
国際食料情報分析官 

加 藤 　 信 夫  

最
近
、
食
品
・
流
通
関
係
者
と
の
話
の
中
で

時
々
「
現
場
力
の
劣
化
」
が
話
題
に
上
る
。
現

場
力
の
劣
化
は
現
場
責
任
だ
け
で
な
く
、
現
場

負
担
の
増
加
（
厳
し
い
ノ
ル
マ
と
コ
ス
ト
削
減

や
成
果
主
義
、
リ
ス
ト
ラ
な
ど
）
や
ア
ウ
ト
ソ

ー
シ
ン
グ
な
ど
も
要
因
と
な
り
得
る
。
筆
者
は

こ
れ
ま
で
開
発
途
上
国
（
イ
ン
ド
シ
ナ
半
島
や

南
米
諸
国
）
の
食
品
加
工
の
現
場
を
見
て
き
た

が
、
輸
出
力
の
あ
る
企
業
は
畑
（
原
料
）、
製

品
加
工
か
ら
流
通
に
至
る
ま
で
の
ト
レ
ー
サ
ビ

リ
テ
ィ
を
基
本
と
し
た
一
貫
管
理
が
行
わ
れ
て

お
り
、
現
場
力
の
高
さ
や
現
場
主
義
が
徹
底
さ

れ
て
い
る
点
に
驚
か
さ
れ
た
経
験
が
あ
る
。 

現
場
力
向
上
の
た
め
に
は
、
経
営
者
の
強
力

な
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
の
下
、
現
場
と
一
体
と
な

っ
た
取
組
が
地
道
に
か
つ
持
続
的
に
行
わ
れ
る

こ
と
が
重
要
で
あ
り
、
併
せ
て
人
的
能
力
の
向

上
（
人
造
り
）
が
不
可
欠
で
あ
る
。
こ
れ
は
農

業
開
発
の
分
野
に
も
言
え
る
こ
と
で
あ
る
。
近

年
の
急
速
な
I
T
の
進
展
に
よ
り
、
意
志
や
情

報
伝
達
が
飛
躍
的
に
改
善
さ
れ
た
が
、
む
し
ろ

時
に
は
「
ア
ナ
ロ
グ
化
」
に
立
ち
返
る
こ
と
も

有
効
で
あ
る
。 

政
府
の
厳
し
い
財
政
事
情
が
長
年
継
続
す
る

中
、
教
育
・
研
究
機
関
も
含
め
予
算
、
人
の
削

減
が
断
続
的
に
実
行
さ
れ
、「
現
場
力
」
や
「
現

場
主
義
」
の
重
要
性
は
増
し
て
い
る
と
考
え
る
。

特
に
独
立
行
政
法
人
は
、
組
織
の
目
標
や
達
成

方
法
、
評
価
方
法
な
ど
が
明
確
化
さ
れ
た
し
く

み
の
中
、
組
織
の
長
が
中
心
と
な
っ
て
業
務
目

標
と
方
針
を
し
っ
か
り
定
め
、
現
場
も
含
め
て

組
織
一
丸
と
な
っ
た
効
率
的
な
業
務
運
営
と
業

績
改
善
が
求
め
ら
れ
る
。 

筆
者
は
前
職
で
独
立
行
政
法
人
の
調
査
情
報

業
務
を
統
括
し
て
い
た
。
法
律
に
基
づ
い
て
農

畜
産
物
の
国
内
の
価
格
安
定
な
ど
に
貢
献
す
る

観
点
か
ら
、
国
内
外
の
農
畜
産
物
の
生
産
か
ら

流
通
、
消
費
に
至
る
情
報
を
収
集
・
分
析
し
て
、

生
産
者
・
業
界
団
体
、
消
費
者
代
表
、
マ
ス
コ

ミ
、
行
政
な
ど
に
情
報
提
供
を
し
て
い
た
。
当

該
機
関
は
平
成
１５
年
１０
月
に
独
法
化
さ
れ
た
が
、

そ
の
後
は
、
ニ
ー
ズ
把
握
、
情
報
収
集
提
供
、

評
価
の
手
法
な
ど
を
改
善
し
つ
つ
、
調
査
課
題

の
重
点
化
と
業
務
の
効
率
化
な
ど
大
幅
な
業
務

の
見
直
し
を
行
い
、
存
在
意
義
と
業
績
の
明
確

化
に
努
め
た
。 

こ
の
よ
う
な
中
、
数
年
前
か
ら
農
畜
産
物
の

生
産
・
流
通
事
情
を
取
り
巻
く
国
際
情
勢
は
一

変
し
、
様
々
な
情
報
が
氾
濫
す
る
中
、「
正
し

い
情
報
」
を
関
係
者
に
迅
速
か
つ
確
実
に
伝
達

す
る
こ
と
が
、
国
内
価
格
や
需
給
の
安
定
化
の

上
で
急
務
と
な
っ
た
。
こ
れ
ま
で
の
守
備
範
囲

の
専
門
性
で
は
太
刀
打
ち
で
き
な
く
な
っ
た
た

め
、
貴
重
な
「
現
場
の
声
（
要
望
、
意
見
、
苦

情
な
ど
）」
を
聞
く
よ
う
に
努
め
た
。
対
象
は

情
報
利
用
者
で
あ
り
、
海
外
駐
在
事
務
所
や
地

方
事
務
所
の
声
で
あ
っ
た
。
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査

は
当
然
の
こ
と
、
会
議
、
調
査
お
よ
び
出
張
の

機
会
な
ど
を
利
用
し
て
関
係
者
と
接
す
る
よ
う

に
努
め
、
国
内
外
の
出
張
は
年
間
3
ヶ
月
程
に

及
ん
だ
。
ま
た
収
集
し
た
情
報
が
「
賞
味
期
限

切
れ
」
と
な
ら
ぬ
よ
う
、
3
月
以
内
公
表
、
調

査
報
告
会
は
原
則
、
1
ヶ
月
以
内
開
催
を
実
施

し
た
。 

し
か
し
、
予
算
・
人
は
減
、
業
務
は
増
で
、

外
部
評
価
も
厳
し
さ
を
増
し
、
台
所
事
情
は
年
々

厳
し
く
な
っ
た
。
業
務
の
効
率
性
を
高
め
る
妙

案
も
限
ら
れ
、
職
員
の
負
担
も
増
し
て
き
た
。

業
績
向
上
の
た
め
に
は
優
秀
な
調
査
マ
ン
の
育

成
が
不
可
欠
で
あ
る
が
、
時
間
・
予
算
の
制
約

の
中
、
肝
心
の
人
造
り
の
難
題
に
今
も
直
面
し

て
い
る
と
聞
く
。
そ
の
中
で
考
案
し
た
方
策
は

大
学
な
ど
他
機
関
と
の
連
携
（
合
同
調
査
・
研

究
な
ど
）
で
あ
っ
た
。
こ
れ
は
人
材
教
育
と
成

果
向
上
の
両
面
を
狙
っ
た
も
の
で
あ
る
。 

こ
の
よ
う
な
中
、
数
少
な
い
食
肉
の
生
産
・

流
通
に
詳
し
い
大
学
の
先
生
（
上
記
独
法
機
関

の
「
専
門
調
査
員
」。
当
該
制
度
に
よ
り
大
学

の
先
生
と
の
連
携
強
化
と
育
成
を
図
っ
て
い
る
）

と
の
間
で
、
当
該
分
野
の
研
究
者
不
足
問
題
に

つ
い
て
議
論
し
た
。
食
肉
現
場
に
入
り
込
む
に

は
敷
居
が
高
く
、
需
給
を
見
通
す
に
は
畜
産
物

の
多
様
な
商
品
・
衛
生
知
識
が
不
可
欠
と
い
う

特
殊
事
情
の
た
め
、
現
場
感
覚
を
伴
っ
た
専
門

性
の
向
上
に
は
、
他
分
野
と
比
較
し
て
時
間
が

か
か
る
。
教
育
機
関
も
短
時
間
で
成
果
を
得
や

す
い
流
行
の
課
題
に
流
れ
る
傾
向
に
あ
り
、
こ

の
分
野
の
研
究
者
育
成
に
妙
案
が
な
い
と
の
こ

と
で
あ
っ
た
。 

我
が
国
の
農
畜
産
業
を
取
り
巻
く
情
勢
と
国

内
の
生
産
・
流
通
事
情
は
大
き
く
変
貌
し
、
行

政
も
迅
速
性
と
的
確
性
が
従
前
以
上
に
求
め
ら

れ
て
お
り
、
公
的
な
調
査
・
研
究
・
教
育
機
関

は
結
束
し
て
そ
れ
に
応
え
て
い
か
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。
私
自
身
も
微
力
な
が
ら
、
生
産
・
流

通
関
係
者
や
他
機
関
の
研
究
者
な
ど
と
の
交
流

や
連
携
を
図
り
つ
つ
、
調
査
・
研
究
を
進
め
て

い
き
た
い
。 
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並木正吉さんと 
総研 

元・農業総合研究所所員 

相 川 　 良 彦  

2
0
0
8
年
7
月
２７
日
、
元
農
業
総
合
研
究

所
長
の
並
木
正
吉
さ
ん
が
亡
く
な
ら
れ
た
。
享

年
９０
歳
で
あ
っ
た
。
1
9
6
0
〜
7
0
年
代
、

並
木
正
吉
さ
ん
は
、
基
本
法
農
政
の
理
論
的
支

柱
と
な
っ
た
『
農
村
は
変
わ
る
』（
岩
波
新
書
）

の
著
者
と
し
て
、
有
名
な
農
政
エ
コ
ノ
ミ
ス
ト

だ
っ
た
。 

1
9
7
1
年
春
に
入
所
し
た
私
は
、
ち
ょ
う

ど
並
木
さ
ん
が
部
長
と
な
っ
た
計
画
部
に
配
属

さ
れ
た
。
室
長
は
清
水
良
平
さ
ん
だ
っ
た
。
当

時
も
研
究
部
は
3
部
構
成
で
、
計
画
部
は
行
政

ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
実
用
的
な
近
代
経
済
学
専
攻

が
多
く
て
主
流
派
、
調
査
部
は
農
政
に
批
判
的

な
マ
ル
ク
ス
経
済
学
専
攻
が
多
く
て
反
主
流
派

で
、
両
部
間
に
は
対
抗
的
な
雰
囲
気
が
あ
っ
た
。

海
外
部
は
国
別
に
気
ま
ま
に
研
究
し
て
い
た
。 

並
木
さ
ん
は
紳
士
的
だ
が
、
背
後
に
は
強
固

な
意
思
を
感
じ
さ
せ
た
し
、
周
囲
か
ら
も
一
目

置
か
れ
て
い
た
。
当
時
、
若
手
研
究
員
の
兄
貴

格
で
情
報
通
だ
っ
た
宇
佐
美
さ
ん
の
講
釈
に
よ

れ
ば
、
並
木
さ
ん
は
東
畑
初
代
所
長
が
将
来
性

を
見
込
ん
で
引
き
抜
い
た
子
飼
い
の
エ
リ
ー
ト

集
団
の
一
人
で
、
東
大
法
卒
、
総
研
に
来
る
前

に
外
務
省
の
調
査
部
門
に
お
ら
れ
た
、
と
い
う

こ
と
だ
っ
た
。 

並
木
さ
ん
は
、
高
校
以
来
の
旧
友
・
中
山
誠

記
さ
ん
の
早
逝（
1
9
6
7
年
）を
悔
し
が
っ
て

お
ら
れ
た
が
、
1
9
7
0
年
代
前
半
頃
は
清
水

さ
ん
と
毎
日
昼
食
を
伴
に
す
る
以
外
、
他
の
研

究
員
と
茶
や
酒
を
共
に
す
る
と
い
っ
た
集
団
行

動
を
取
ら
れ
な
か
っ
た
。
あ
く
ま
で
機
能
的
で
、

講
演
と
研
究
と
管
理
職
業
務
に
専
念
し
て
、
宴

会
・
部
会
の
雑
談
で
も
農
政
問
題
や
趣
味
の
マ

ラ
ソ
ン
な
ど
サ
バ
サ
バ
し
た
話
題
が
多
か
っ
た
。 

他
方
で
、
並
木
さ
ん
は
講
演
の
名
手
で
、
テ

レ
ビ
や
講
演
・
研
修
会
な
ど
で
幾
度
と
な
く
聞

く
機
会
が
あ
っ
た
。
1
9
7
0
年
代
は
、
農
業

基
本
法
の
近
代
化
路
線
が
破
綻
し
、
並
木
さ
ん

の
農
業
改
革
論
も
批
判
に
晒
さ
れ
た
時
期
だ
っ

た
が
、
明
快
な
ロ
ジ
ッ
ク
、「
お
天
気
と
農
業

は
西
か
ら
変
わ
る
」
等
の
キ
ャ
ッ
チ
フ
レ
ー
ズ
、

そ
し
て
、
具
体
例
と
数
値
を
挙
げ
る
語
り
口
等

に
よ
り
、
格
段
に
説
得
力
が
あ
っ
た
。 

あ
る
時
、
労
働
組
合
の
新
聞
コ
ラ
ム
に
、〝
並

木
は
守
銭
奴
だ
〞
と
い
う
中
傷
記
事
が
載
っ
た

こ
と
が
あ
っ
た
。
講
演
を
依
頼
し
た
ら
、
講
演

料
を
請
求
さ
れ
た
の
だ
と
い
う
。
こ
の
記
事
に

は
、
並
木
さ
ん
も
頭
に
来
た
ら
し
く
、
私
を
昼

飯
に
誘
っ
て
、〝
ど
う
も
日
本
人
は
未
だ
に
水

と
情
報
は
タ
ダ
だ
と
思
っ
て
い
る
〞
と
憤
慨
さ

れ
た
。
生
粋
の
近
代
合
理
主
義
者
だ
っ
た
並
木

さ
ん
は
、
研
究
を
情
報
産
業
と
位
置
付
け
て
、

国
立
研
究
機
関
に
お
い
て
も
、
市
場
原
理
を
率

先
し
て
導
入
し
よ
う
と
さ
れ
て
い
た
。
守
銭
奴

に
関
し
て
補
足
す
れ
ば
、
並
木
さ
ん
は
個
人
的

に
は
気
前
の
良
い
人
だ
っ
た
。 

政
治
話
が
大
好
き
だ
っ
た
清
水
さ
ん
に
よ
れ

ば
、〝
渡
邊
所
長
を
徳
川
と
す
る
と
、
並
木
さ

ん
は
勝
海
舟
、
調
査
部
の
斎
藤
さ
ん
が
長
州
・

木
戸
孝
允
、
そ
し
て
、
自
分
は
両
者
を
取
り
結

ぶ
坂
本
龍
馬
〞
だ
と
い
う
。
残
り
は
元
気
が
良

い
と
薩
摩
、
チ
グ
ハ
グ
だ
と
土
佐
に
分
類
さ
れ

た
。
当
時
の
研
究
部
対
抗
は
、
こ
の
程
度
の
、

党
派
性
の
な
い
、
陽
気
で
、
剛
毅
な
話
だ
っ
た
。 

並
木
さ
ん
は
、
労
働
力
を
中
心
に
研
究
を
さ

れ
、『
農
村
は
変
わ
る
』（
1
9
6
0
）が
代
表

作
で
あ
っ
た
。
そ
れ
は
、
戦
前
か
ら
長
ら
く
不

変
と
言
わ
れ
て
き
た
日
本
農
業
が
こ
れ
か
ら
急

激
に
変
化
す
る
メ
カ
ニ
ズ
ム
を
後
継
補
充
率
に

見
出
し
て
大
胆
に
予
想
し
た
も
の
で
、
農
業
近

代
化
政
策
の
理
論
的
支
柱
と
な
っ
た
。
だ
が
、

平
地
農
村
で
は
、
農
業
構
造
の
改
善
は
並
木
さ

ん
の
期
待
し
た
ペ
ー
ス
で
は
進
ま
ず
、
予
想
通

り
に
進
み
始
め
た
の
は
、
漸
く
1
9
8
0
年
代

以
降
の
中
山
間
地
に
お
い
て
で
あ
っ
た
。
1
9
 

8
0
年
代
、
農
政
研
究
セ
ン
タ
ー
で
久
し
振
り

に
会
っ
た
際
、
並
木
さ
ん
は
、
楽
し
げ
に
言
わ

れ
た
、〝
自
分
の
説
は
、
唱
え
る
の
が
２０
年
早

か
っ
た
。
こ
れ
か
ら
、
言
っ
た
通
り
に
な
り
ま

す
よ
〞、
と
。 

並
木
さ
ん
の
研
究
は
、
現
実
か
ら
予
兆
を
見

つ
け
、
論
理
的
に
説
明
づ
け
、
将
来
の
方
向
を

見
定
め
る
、
未
来
志
向
型
で
あ
っ
た
。
国
民
経

済
の
中
に
農
業
を
位
置
づ
け
、
農
産
物
輸
入
を

避
け
が
た
い
と
捉
え
、
農
地
余
り
現
象
や
高
齢

化
を
予
見
し
て
、
そ
の
指
針
を
農
政
へ
示
し
た
。

と
同
時
に
、
自
分
の
研
究
と
異
な
る
研
究（
例

え
ば
、
歴
史
）に
も
理
解
を
示
し
、
尊
重
す
る

キ
ャ
パ
シ
テ
ィ
を
持
っ
て
お
ら
れ
た
。 

1
9
7
0
年
代
の
総
研
は
、
研
究
を
個
人
嗜

好
に
ゆ
だ
ね
る
自
由
主
義
と
、
需
要
と
競
争
に

ゆ
だ
ね
る
市
場
主
義
と
、
組
織
統
制
に
ゆ
だ
ね

る
管
理
主
義
と
が
交
錯
し
た
時
代
で
あ
っ
た
。

並
木
さ
ん
個
人
は
市
場
主
義
を
単
騎
で
先
駆
け

る
謙
信
型
だ
が
、
所
長
に
な
っ
て
か
ら
は
異
な

る
3
つ
の
主
義
を
調
整
・
統
合
す
る
信
玄
型
に

変
身
さ
れ
た
。
当
時
は
戦
後
農
業
経
済
学
の
決

算
期
で
、
総
研
で
も
百
花
斉
放
の
研
究
成
果
が

結
実
し
つ
つ
あ
っ
た
。
並
木
所
長
は
、
個
々
の

研
究
員
を
ま
ず
は
自
由
に
泳
が
せ
て
、
そ
の
成

果
を
政
策
へ
す
く
い
上
げ
る
名
鵜
飼
い
で
あ
っ
た
。 
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「
超
長
期
予
測
　
老
い
る
ア
ジ
ア
」 
小
峰
隆
夫
／
 

日
本
経
済
セ
ン
タ
ー
編
 

農
業
・
農
村
領
域
上
席
主
任
研
究
官
　
進
藤
　
眞
理 

少
子
高
齢
化
の
進
展
に
よ
り
、
労
働
力

人
口
、
更
に
は
、
総
人
口
の
減
少
が
始
ま

っ
た
我
が
国
に
と
っ
て
、
２１
世
紀
を
ど
の

よ
う
に
歩
ん
で
い
く
べ
き
か
は
、
大
き
な

課
題
で
あ
る
。
本
書
は
、
人
口
が
経
済
・

社
会
の
趨
勢
を
大
き
く
左
右
す
る
と
の
考

え
の
下
で
、
５０
年
後
の
世
界
の
情
況
を
展

望
し
た
も
の
で
あ
る
。
著
者
は
、
こ
れ
を

「「
人
口
本
位
制
」
の
世
界
予
測
」
と
述
べ

て
い
る
。
な
お
、
人
口
予
測
で
は
、
国
立

社
会
保
障
・
人
口
問
題
研
究
所
の
デ
ー
タ

が
用
い
ら
れ
る
の
が
一
般
的
で
あ
る
が
、

本
書
で
は
、
日
本
経
済
セ
ン
タ
ー
が
独
自

に
予
測
し
た
も
の
が
用
い
ら
れ
て
お
り
、

そ
の
点
で
も
、
興
味
深
い
分
析
と
考
え
ら

れ
る
。 

本
書
の
第
一
章
で
示
さ
れ
て
い
る
予
測

に
よ
れ
ば
、
２
０
５
０
年
に
お
け
る
我
が

国
の
総
人
口
は
９
千
万
人
（
２
０
０
５
年

１
億
３
千
万
人
）、
６５
歳
以
上
の
人
口
割

合
は
４０
％
（
同
２０
・
２
％
）、
G
D
P
（
２

０
０
０
年
購
買
力
平
価
ド
ル
基
準
。
以
下

す
べ
て
同
じ
。）
は
５
兆
ド
ル
（
同
３
・

５
兆
ド
ル
）、
一
人
当
た
り
G
D
P
は
5
3，

1
1
3
ド
ル
（
同
2
7
，
1
3
7
ド
ル
）

と
な
っ
て
い
る
。
２
０
５
０
年
の
他
国
を

見
る
と
、
人
口
で
は
、
ア
メ
リ
カ
３
・
９

億
人
（
同
３
億
人
）、
E
U
４
・
２
億
人

（
同
４
・
５
億
人
）、
中
国
１２
・
６
億
人
（
同

１３
・
３
億
人
）、
イ
ン
ド
１７
・
３
億
人
（
同

１１
・
１
億
人
）、
A
S
E
A
N
６
・
５
億

人
（
同
４
・
８
億
人
）、
G
D
P
で
は
、

ア
メ
リ
カ
３４
兆
ド
ル
（
同
１１
・
１
兆
ド
ル
）、

E
U
１９
・
９
兆
ド
ル
（
同
１１
・
２
兆
ド
ル
）、

中
国
３３
・
４
兆
ド
ル
（
同
７
・
７
兆
ド
ル
）、

イ
ン
ド
１９
・
１
兆
ド
ル
（
同
３
・
４
兆
ド

ル
）、
A
S
E
A
N
９
・
２
兆
ド
ル
（
同

２
・
２
兆
ド
ル
）
と
な
っ
て
い
る
。 

こ
れ
ら
の
予
測
値
か
ら
、
２
０
５
０
年

に
お
い
て
は
、
我
が
国
は
、
人
口
に
お
い

て
も
、
経
済
に
お
い
て
も
、
も
は
や
「
大

国
」
と
は
言
え
な
い
姿
が
浮
か
び
上
が
っ

て
来
る
わ
け
で
あ
る
が
、
著
者
は
、
第
一

章
に
お
い
て
、
三
つ
の
こ
れ
ま
で
の
常
識

が
覆
る
と
指
摘
し
て
い
る
。
第
一
は
、「
世

界
の
中
で
日
本
に
お
い
て
特
に
少
子
高
齢

化
が
急
速
に
進
み
、
日
本
が
そ
の
経
済
的
・

社
会
的
影
響
を
最
も
強
く
受
け
る
」
と
い

う
常
識
、
第
二
は
、「
ア
ジ
ア
経
済
は
世

界
に
お
け
る
成
長
セ
ン
タ
ー
だ
」
と
い
う

常
識
、
第
三
は
、「
日
本
は
世
界
第
二
の

経
済
大
国
だ
」
と
い
う
常
識
で
あ
る
。 

ま
ず
、
第
一
の
点
で
あ
る
が
、
ア
ジ
ア

で
は
、
日
本
を
先
頭
と
す
る
雁
行
形
態
型

の
人
口
変
動
が
進
む
と
し
て
い
る
。
す
な

わ
ち
、
少
子
高
齢
化
は
、
ま
ず
日
本
、
続

い
て
、
韓
国
、
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
、
タ
イ
、

中
国
な
ど
の
二
番
手
の
グ
ル
ー
プ
が
続
き
、

更
に
、
そ
の
後
に
、
タ
イ
以
外
の
A
S
E
A
N
、

イ
ン
ド
の
三
番
手
の
グ
ル
ー
プ
が
続
く
。

こ
れ
ら
の
国
に
お
い
て
は
、
そ
の
ス
ピ
ー

ド
も
日
本
並
み
の
速
さ
と
の
こ
と
で
あ
る
。

次
に
、
第
二
の
点
で
あ
る
が
、
上
記
の
よ

う
な
人
口
の
動
向
を
ベ
ー
ス
に
今
後
の
経

済
成
長
率
を
展
望
す
る
と
、
第
二
グ
ル
ー

プ
に
属
し
て
い
る
国
は
、
２
０
２
０
年
ま

で
は
、
３
〜
５
％
台
の
成
長
を
続
け
る
も

の
の
、
そ
れ
以
降
は
鈍
化
が
避
け
ら
れ
な

い
と
し
て
い
る
。
ま
た
、
第
三
グ
ル
ー
プ

も
、
第
二
グ
ル
ー
プ
よ
り
は
高
水
準
を
維

持
す
る
も
の
の
、
成
長
率
は
鈍
化
す
る
と

見
込
ん
で
い
る
。
こ
の
よ
う
な
成
長
鈍
化

は
、
労
働
力
人
口
の
減
少
と
高
齢
化
に
伴

う
貯
蓄
率
の
低
下
に
よ
っ
て
も
た
ら
さ
れ

る
と
し
て
い
る
。
最
後
に
、
第
三
の
点
で

あ
る
が
、
こ
の
点
は
、
先
の
記
述
か
ら
も

明
か
で
あ
り
、
２
０
５
０
年
時
点
で
は
、

ア
メ
リ
カ
と
中
国
の
G
D
P
の
規
模
は

日
本
の
約
７
倍
、
イ
ン
ド
は
約
３
・
８
倍

と
な
る
。
日
本
は
、
２
０
０
５
年
時
点
で

も
、
購
買
力
平
価
ベ
ー
ス
で
は
、
中
国
に

次
い
で
世
界
第
三
位
と
な
る
が
、
２
０
５

０
年
と
な
る
と
、
も
は
や
経
済
大
国
と
し

て
の
地
位
は
明
か
に
失
わ
れ
て
い
る
。
し

か
し
な
が
ら
、
国
民
一
人
当
た
り
の

G
D
P
で
見
る
と
、
２
０
５
０
年
の
日
本

は
、
ア
メ
リ
カ
の
8
5，
9
7
6
ド
ル
は

と
も
か
く
、
E
U
の
4
7，
2
9
3
ド
ル

を
上
回
っ
て
お
り
、
中
国
2
6
，
4
4
5

ド
ル
、
イ
ン
ド
1
1
，
0
3
3
ド
ル
、

A
S
E
A
N
1
4
，
1
3
2
ド
ル
を
は
る

か
に
上
回
っ
て
い
る
情
況
に
あ
る
。
日
本

は
、
大
国
の
地
位
は
失
っ
て
も
、
国
民
一

人
ひ
と
り
の
豊
か
さ
と
い
う
点
で
は
、
世

界
で
最
も
豊
か
な
国
の
一
つ
で
あ
る
こ
と

を
維
持
し
続
け
る
と
し
て
い
る
。「
経
済

大
国
」
で
あ
る
か
否
か
の
判
断
を
購
買
力

平
価
に
基
づ
く
G
D
P
を
基
準
に
行
う

こ
と
が
適
切
で
あ
る
か
ど
う
か
の
議
論
を

行
う
余
地
は
あ
る
の
で
は
な
い
か
と
思
う

が
、
ト
レ
ン
ド
と
し
て
は
、
筆
者
の
指
摘

す
る
方
向
な
の
で
あ
ろ
う
。 

第
二
章
で
は
、
ア
ジ
ア
地
域
に
お
け
る

高
齢
化
の
進
行
が
き
わ
め
て
早
い
た
め
、

一
人
当
た
り
の
G
D
P
が
そ
れ
ほ
ど
高

く
な
い
う
ち
に
、
人
口
ボ
ー
ナ
ス
の
時
期

（
人
口
の
中
で
生
産
年
齢
人
口
が
上
昇
す

る
時
期
。
逆
を
「
人
口
オ
ー
ナ
ス
」
と
言

う
。）
が
終
わ
っ
て
し
ま
う
こ
と
に
な
る

と
し
て
い
る
。
高
齢
者
の
比
率
が
７
%

か
ら
１４
%
に
な
る
ま
で
の
期
間
を
見
る
と
、

ド
イ
ツ
４０
年
、
イ
ギ
リ
ス
４７
年
、
ア
メ
リ

カ
７３
年
、
フ
ラ
ン
ス
１
１
５
年
に
対
し
、

日
本
は
２５
年
で
あ
り
、
他
の
ア
ジ
ア
諸
国

も
日
本
と
同
程
度
か
そ
れ
以
下
に
な
る
と

予
測
し
て
い
る
。
日
本
は
と
も
か
く
、
ア
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ジ
ア
諸
国
の
多
く
は
、
体
力
が
つ
い
て
な

い
段
階
で
、
高
齢
化
の
重
荷
を
負
わ
さ
れ

る
こ
と
に
な
る
の
で
あ
る
。 

第
四
章
で
は
、
各
国
に
つ
い
て
詳
細
な

分
析
が
行
わ
れ
て
い
る
が
、
特
に
中
国
に

つ
い
て
は
、
労
働
人
口
は
、
２
０
１
５
〜

２０
年
か
ら
減
少
し
始
め
、
２
０
５
０
年
に

は
、
９０
年
こ
ろ
の
水
準
ま
で
落
ち
込
む
。

G
D
P
成
長
率
に
対
す
る
労
働
力
の
貢
献

度
が
高
い
（
７９
年
〜
０３
年
で
２５
％
）
中
国

に
と
っ
て
は
、
大
き
な
イ
ン
パ
ク
ト
だ
と

し
て
い
る
。 

終
章
で
は
、
雁
行
形
態
の
先
頭
ラ
ン
ナ

ー
と
し
て
の
日
本
の
な
す
べ
き
こ
と
が
述

べ
ら
れ
て
い
る
。
人
口
オ
ー
ナ
ス
の
も
と

で
、
な
す
べ
き
こ
と
と
し
て
、
一
つ
に
、

労
働
力
減
少
へ
の
対
応
で
あ
る
。
具
体
的

に
は
、
高
齢
者
や
女
性
の
労
働
参
加
率
を

高
め
る
こ
と
で
あ
る
。
次
に
、
貯
蓄
率
の

低
下
へ
の
対
応
で
あ
る
。
海
外
か
ら
の
資

金
流
入
を
増
や
す
こ
と
と
貯
蓄
の
有
効
活

用
で
あ
る
。
第
三
に
、
生
産
性
の
向
上
で

あ
る
。
そ
し
て
、
根
本
的
な
対
応
と
し
て
、

人
口
オ
ー
ナ
ス
そ
の
も
の
を
な
く
す
こ
と

で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
少
子
化
、
人
口
減

少
を
ス
ト
ッ
プ
さ
せ
る
こ
と
で
あ
る
。
こ

の
た
め
に
は
、
ど
こ
か
の
世
代
が
お
年
寄

り
と
増
え
た
子
供
の
両
方
の
面
倒
を
見
る

「
未
来
の
た
め
の
コ
ス
ト
」
を
負
担
す
る

必
要
が
あ
る
と
し
て
い
る
。 

紙
数
の
点
か
ら
、
残
り
の
章
の
説
明
は

省
略
す
る
が
、
本
書
の
ポ
イ
ン
ト
は
、
我

が
国
が
直
面
し
つ
つ
あ
る
少
子
高
齢
化
に

係
る
困
難
な
諸
課
題
は
、
我
が
国
の
み
が

直
面
す
る
問
題
で
は
な
く
、
い
ず
れ
、
時

差
を
も
っ
て
、
ア
ジ
ア
諸
国
も
直
面
す
る

こ
と
と
な
る
こ
と
を
示
唆
し
て
い
る
こ
と

だ
と
考
え
ら
れ
る
。
た
だ
、
著
者
も
述
べ

て
い
る
よ
う
に
、「
こ
れ
は
運
命
的
な
も

の
で
は
な
い
。
我
々
が
こ
れ
に
ど
う
立
ち

向
か
う
か
に
よ
っ
て
、
人
口
の
影
響
は
異

な
っ
て
く
る
」
も
の
で
あ
る
。
雁
の
群
れ

の
先
頭
を
行
く
我
が
国
が
未
来
を
切
り
開

く
進
路
を
見
い
出
し
、
他
の
ア
ジ
ア
諸
国

を
導
く
こ
と
が
で
き
れ
ば
、
大
き
な
国
際

貢
献
と
言
え
る
で
あ
ろ
う
し
、
人
類
の
歴

史
に
お
い
て
急
激
な
高
齢
化
、
人
口
減
少

に
対
す
る
政
策
的
な
対
応
に
つ
い
て
知
見

が
な
い
に
等
し
い
中
で
、
類
を
見
な
い
貢

献
と
な
る
で
あ
ろ
う
。
ま
た
、
少
子
高
齢

化
は
、
身
近
に
影
響
の
あ
る
問
題
と
し
て
、

国
民
一
人
ひ
と
り
が
受
け
止
め
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
大
き
な
問
題
で
あ
り
、
本
書
の

一
読
を
推
薦
す
る
。 

日
本
経
済
新
聞
出
版
社
　
2
0
0
7
年
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農林水産政策研究に関連する学会等の紹介 
（2008年10月～12月開催） 

開　催　学　会　等 主　　　　催 開 催 年 月 日 開　催　場　所 

American Evaluation Association 
　2008年大会 

アジア法学会 
　2008年秋研究大会 

応用生態工学会 
　第7回北陸現地ワークショップin能登 

応用生態工学会 
　第4回東北現地ワークショップin弘前 

応用生態工学会 
　2008 International Conference on  
　Landscape and Ecological Engineering 

科学技術社会論学会 
　第7回年次研究大会・総会（2008年度） 

環太平洋産業連関分析学会 
　第19回（2008年度）大会 

現代韓国朝鮮学会 
　第9回研究大会 

国際開発学会 
　第19回全国大会 

人文地理学会 
　2008年人文地理学会大会 

政治経済学・経済史学会 
　2008年度秋季学術大会 

地域漁業学会 
　広島大会 

地域農林経済学会 
　第58回地域農林経済学会大会 

地理情報システム学会 
　第17回研究発表大会 

日本村落研究学会 
　2008年度（第56回）日本村落研究学会大会 

日本農村生活学会 
　第56回日本農村生活研究大会 

日本オペレーションズ･リサーチ学会 
　第20回RAMPシンポジウム 

日本社会学会 
　第81回（2008年度）大会 

日本地理学会 
　2008年秋季学術大会 

日本地理学会 
　韓中日合同地理学会 

日本保険学会 
　平成20年度全国大会 

日本リスク研究学会 
　2008年度第21回日本リスク研究学会年次大会 

農業問題研究学会 
　2008年度秋季大会 

林業経済学会 
　2008年 林業経済学会秋季大会 

東南アジア学会 
　第80回研究大会 

日本国際経済法学会 
　2008年度第18回研究大会 

日本都市計画学会 
　2008年度（第43回）学術研究論文発表会 
 

American Evaluation 
Association 
アジア法学会 
 
応用生態工学会 
 
応用生態工学会 
 
ICLEE 
 
 
大阪大学 
 
環太平洋産業連関分析
学会 

現代韓国朝鮮学会 
 
国際開発学会 
 
人文地理学会 
 
政治経済学・経済史学
会 
地域漁業学会 
 
地域農林経済学会 
 
地理情報システム学会 
 
日本村落研究学会 
 
日本農村生活学会 
 
日本オペレーションズ･
リサーチ学会 

日本社会学会 
 
日本地理学会 
 
日本地理学会 
 
日本保険学会 
 
日本リスク研究学会 
 
農業問題研究学会 
 
林業経済学会 
 
東南アジア学会 
 
日本国際経済法学会 
 
日本都市計画学会 

２００８年１１月５日（水） 
 ～１１月８日（土） 

２００８年１１月１５日（土） 
 
２００８年１０月３０日（木） 
  ～３１日（金） 

２００８年１１月７日（金） 
  ～８日（土） 

２００８年１１月２２日（土） 
  ～２４日（月祝） 

 
２００８年１１月８日（土） 
  ～９日（日） 

２００８年１１月１５日（土） 
  ～１６日（日） 

２００８年１１月１５日（土） 
  ～１６日（日） 

２００８年１１月２２日（土） 
  ～２３日（日） 

２００８年１１月８日（土） 
 ～１１月１０日（月） 

２００８年１０月２５日（土） 
  ～２６日（日） 

２００８年１１月７日（金） 
 ～１１月９日（日） 

２００８年１０月２４日（金） 
  ～２６日（日） 

２００８年１０月２３日（木） 
  ～２４日（金） 

２００８年１０月３１日（金） 
 ～１１月２日（日） 
２００８年１１月１７日（月） 
 ～１１月１８日（火） 

２００８年１０月３０日（木） 
  ～３１日（金） 

２００８年１１月２３日（日） 
  ～２４日（月祝） 

２００８年１０月４日（土） 
  ～６日（月） 

２００８年１０月８日（水） 
  ～１１日（土） 

２００８年１０月２５日（土） 
  ～２６日（日） 

２００８年１１月２９日（土） 
  ～３０日（日） 

２００８年１１月３日（月祝） 
 
２００８年１１月１４日（金） 
  ～１６日（日） 

２００８年１１月２９日（土） 
  ～３０日（日） 

２００８年１１月１日（土） 
 
２００８年１１月８日（土） 
  ～９日（日） 

デンバー（アメリカ） 
 
国際基督教大学 
 
能登空港ターミナルビル 
及び現地見学会 

計画中 
 
Taipei, Taiwan 
 
 
大阪大学豊中キャンパス 
 
山口大学経済学部 
（山口市吉田１６７７-１） 

九州大学箱崎キャンパス 
（福岡市東区） 

広島修道大学 
 
筑波大学 
 
大東文化大学 
（板橋キャンパス） 

広島大学 
 
神戸大学農学部 
 
東京大学先端科学技術 
センター 
新潟県佐渡 
 
研究交流センター 
（茨城県つくば市） 

東京工業大学西９号館 
２F多目的デジタルホール 

東北大学 
 
岩手大学 
（岩手県盛岡市） 

韓国のCheongju 
（清州） 

獨協大学 
 
関西大学 
（千里山キャンパス） 

明治大学駿河台キャンパス 
（東京都千代田区神田駿河台１-１） 

岩手大学 
 
東京大学駒場キャンパス 
 
青山学院大学 
 
北海道大学 
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